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 重点戦略の策定目的  

 

 

●本県では、「長崎県総合計画」（2011～2015年）を策定し、様々な施策を展開してまいりました。

現行の計画が今年度で終期を迎えますが、人口減少、少子化・高齢化の急速な進行など、本県

を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しており、こうした時代の潮流や本県の課題を的確に捉え、

新たな視点で長崎県づくりを進めていくため、県では平成28年度から平成32年度まで5年間の

計画として「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」を策定しました。 

 

●「長崎県重点戦略」は、「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」を実現していくにあたっての毎年

度の「実施計画」というべきものであり、県の平成28年度の取組を県民の皆様に分かりやすくお

示しするために策定しています。 
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総合計画の確かな推進のために 

 
Ⅰ 平成 28 年度の政策展開の視点 

 

 

 

（経済の動向） 

●わが国の景気は、このところ一部に弱さもみられますが、緩やかな回復基調が続いています。 

●本県の景気も、全体として緩やかな回復基調を続けています。雇用・所得環境をみると、平成

28年1月の有効求人倍率は、1.04倍と1.0倍台で推移しており、労働需給は緩やかな改善が続

いています。また、名目賃金が前年比増加したことから、雇用者所得は増加しています。 

 

（施策展開の視点） 

●少子化高齢化・人口減少の急速な進行、グローバル化の進展や地球規模での環境問題の発

生など、本県を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。 

●本県では、国全体よりも約50年早く人口減少が始まっていることから、人口減少やそれに

伴う地域活力の低下を最重要課題と捉え、「長崎県総合計画（2011～2015年）」において、

「人、産業、地域が輝く長崎県づくり」を基本理念に掲げ、様々な施策を進めてまいりま

した。 

●こうした中、国において、本県がこれまで推し進めてきた「人、産業、地域が輝く長崎県

づくり」と方向性を同じくする「まち・ひと・しごとの創生」が進められることとなり、

本県としても、直面している構造的課題を解決する好機と捉え、県民をはじめ県内の様々

な関係者の皆様と、人口減少に対する危機意識や、本県が人口減少問題を克服し、将来に

わたり持続的に発展していくための道筋を共有し、共に取り組むための指針として、「長

崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組をスタートさせています。 

●さらに平成28年度は、新たな総合計画がスタートする年であり、先行する「長崎県まち・

ひと・しごと創生総合戦略」に関連する施策に積極的に取り組むとともに、「長崎県総合

計画チャレンジ2020」に掲げた基本理念や5つの将来像の実現に資する施策に重点化を図

りながら、戦略的かつ分野横断的な取組を推進していく必要があります。 

●このため、平成28年度においては、重要な課題である人口減少の克服に向けて、地方への

新たな人の流れを生み出すとともに、地域に活力をもたらし、県民の皆様が安心して生活

を営み、子どもを産み育てることのできる社会環境の創出に取り組むことにより、「人、

産業、地域が輝く たくましい長崎県づくり」、「まち・ひと・しごとの創生と好循環」の

確立を目指してまいります。 
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総合計画の確かな推進のために

Ⅱ 本県が抱える課題 ～人口減少、少子高齢化の急速な進行と県民所得の向上～ 

人口減少、少子高齢化の急速な進行人口減少、少子高齢化の急速な進行

今後の取組の方向性今後の取組の方向性

県民所得向上対策県民所得向上対策

総人口の推移（本県の総人口は、1960年の176万人をピークに2015年には138万人まで減少）
・年少人口（15歳未満）は、1955年の65万人をピークに2010年の20万人まで減少（割合も37%→14%へ減少）
・生産年齢人口（15～64歳）は、60％前後で推移中であるが、実数では、1985年の104万人をピークに減少中
・老年人口（65歳以上）は、1950年の8万人から、2010年には37万人まで上昇（割合も5％→26％へ上昇）

社会移動の状況（毎年5～6千人の転出超過が常態化。）
・年代別では、進学・就職期にある15～24歳の若年層で転出超過の約8割を占める。
・県内高校卒業者のうち、進学者の6割、就職者の4割が県外へ転出。

自然動態の状況（20～39歳女性人口は、1960年の26万人をピークに、2010年の15万人にまで減少）
・合計特殊出生率は、人口維持に必要な2.07を下回る状態が続いており、初婚年齢は、2010年までの60年間

で男性が4歳、女性が6歳上昇、生涯未婚率も、近年急速に上昇している。

このままの状態が続けば･･･

本県の人口は、2060年には78万人にまで減少（生産年齢人口は39万人弱と、現在の半数以下）
生産年齢人口割合は2060年には50％にまで低下する一方、老年人口割合は、41％にまで上昇

県民の暮らしへの影響
・医療機関の統廃合や医療・福祉の人材不足などにより、必要な医療・福祉サービスの提供が困難に
・空き家の増加に伴い、倒壊等の危険性や不法投棄誘発等の衛生上の問題など、生活環境への悪影響の懸念
・公共交通機関の便数減少、路線廃止や、学校の統廃合による児童・生徒の学校生活への負担の増加 など

本県の1人当たり県民所得は、全国40位にとどまっているものの、官民一体となって、雇用の場を創出し、地
域に活力を取り戻すための各種施策を積極的に展開してきた結果、農業産出額や観光客数の増加、企業誘
致の推進などの成果も現れてきており、国民所得との格差も縮小する傾向にある。

現在の取組
・平成22年度を基準として、平成27年度における県民所得増加額約900億円を目標に、製造業及び農業、水

産業、観光業、サービス産業を重点的に推進

＜製造業＞ものづくり企業の競争力強化を進めつつ、市町と連携した創業支援体制を構築し、創業・起業対策
を講じるとともに、食料品製造業等における商品開発・販路拡大の包括的支援、企業誘致の強化に努める。

＜農業＞品目別の技術対策や生産基盤の整備、農地流動化による担い手の規模拡大など、産地全体としての
所得向上対策を講じるほか、オリジナル新品種の開発、長崎和牛の生産強化を推進する。

＜水産業＞水産物の輸出を引き続き促進するとともに、高級新魚種や優良品種の導入による養殖業の収益性
向上並びに水産物の販売力強化に努める。

＜観光業等＞２つの世界遺産（候補）や観光素材を活かした着地型観光の展開、大型客船の誘致、外国人目
線での情報発信による海外誘客など、観光イメージの形成と浸透を図り、一層の誘客拡大を目指す。

＜サービス産業＞機械設計業における需要獲得に向けた県外企業とのマッチングや通信販売の拡大を推進す
るとともに、商工会などを通した地域ビジネスの発展支援と介護周辺・健康サービスの事業化促進を図る。

産業振興などによる効果が若年層の県外転出の抑制につながるまでには至っておらず、人口減少に歯止めがかから
ない状況が続いている。今後は、県民所得向上対策により現れ始めた取組の成果をさらに一歩前進させ、良質な雇
用の場の確保につなげ、確実に若年層の県内定着に結びつけていく必要がある。

長崎県長期人口ビジョンの展望･･･「2060年における100万人程度の人口」を確保する
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長崎県総合計画チャレンジ２０２０長崎県総合計画チャレンジ２０２０

実現を目指す５つの将来像実現を目指す５つの将来像

交流でにぎわう長崎県
２つの世界遺産（候補）をはじめとした多様な地域資源により、国内外から注目され、九州新幹線西九州ルート（長

崎ルート）などの高速交通ネットワークを利用して、多くの観光客が訪れる中、経済成長が著しいアジア諸国をはじめ
とした国際社会の活力も取り込み、にぎわう長崎県を目指す。

地域のみんなが支えあう長崎県
本格的な人口減少、少子化･高齢化社会を迎える中、地域に暮らす県民一人ひとりが、自助、共助、公助により互

いに支えあいながら、いつまでも健康で、様々な分野でそれぞれの役割を担い、ライフステージに応じて活躍できる長
崎県を目指す。

次代を担う『人財』豊かな長崎県
結婚･妊娠・出産・子育ての希望が実現できる社会の中で生まれた子どもたちが、変化の激しいグローバル化社会

を生き抜くための確かな学力と豊かな人間性を身に付け、未来の長崎県の様々な分野で地域を支える人材に育つ
とともに、優秀な人材を求めて県外企業が進出してくる『人財』豊かな長崎県を目指す。

力強い産業を創造する長崎県
海洋資源などの強みを活かして、新たな産業が育ち、生産性の向上の取組などにより、県内企業全体の競争力が

強化されるとともに、豊かな自然の恵みを活かした農林水産業の収益性が向上するなど、 様々な産業で所得が向
上し、良質な雇用の場が創出され、若者が定着する長崎県を目指す。

安心快適な暮らし広がる長崎県
交流の基盤となる九州新幹線西九州ルートをはじめとした交通ネットワークなどの社会基盤が整備されるとともに、

安全･安心で快適な生活環境が確立した長崎県を目指す。

○「長崎県総合計画（2011～2015年）」において様々な施策を展開してきた結果、交流の拡大や、産業振興と雇用
の確保、安心で快適な暮らしづくりなど、幅広い分野において一定の成果を上げてきた。

○その一方で、人口減少、少子化・高齢化の急速な進行や県民所得の低迷に歯止めをかけることができていない。

○本県を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しており、こうした時代の潮流や本県の課題を的確に捉え、将来を展望し
ながら、新たな視点で長崎県づくりを計画的に進めていくために、新たな総合計画を策定する。

計画策定の趣旨計画策定の趣旨

計画の基本理念計画の基本理念

Ⅲ 長崎県総合計画チャレンジ２０２０及び長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

人、産業、地域が輝くたくましい長崎県づくり

○我が国が本格的な人口減少社会を迎える中、本県が将来にわたり持続的に発展していくためには、県民の総力を
結集して、活力のある、たくましい長崎県を創り上げていくことが必要。

○古くから海外との交流の窓口として栄えてきた本県と世界各地とのつながりは大きな財産であり、複数の世界遺産
（候補）を擁する本県の特色を最大限に活かし、経済成長著しいアジア諸国をはじめとする国際社会との交流をさら
に拡大させ、その活力を取り込むことが重要。

○県民一人ひとりが、様々な分野で生きがいを持って、それぞれの役割を担って活躍するとともに、家庭、職場、地域
などにおいてお互いに助けあい、支えあう社会を構築することが肝要。

○郷土愛や社会で必要とされる専門スキルを育む教育体制や、安定した所得を得ることができる力強い産業と良質
な雇用の場を創出するとともに、暮らしを支える社会基盤を整備することが大切。

これまでの「ひと、産業、地域が輝く長崎県づくり」の取組を更に前進させ、本県が将来にわたって持続的に発展して

いくため、県民の総力を結集して、活力のある、たくましい県を創り上げていく
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長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標基本目標

地方創生を推進していく基本的な視点（基本姿勢）地方創生を推進していく基本的な視点（基本姿勢）

１１ 多彩で魅力ある県土や特色ある地域資源、既存ストックなど、「本県が持つ強みや資源のフル活用」多彩で魅力ある県土や特色ある地域資源、既存ストックなど、「本県が持つ強みや資源のフル活用」
・本県が持つ強みを産業の振興や新たな人の流れの創出に活用
・既存のインフラや施設、官民の遊休資産等の既存ストックの有効活用を推進

２２ 「人財立県」を推進し、「人財と産業のイノベーション「人財立県」を推進し、「人財と産業のイノベーション 」、「ひと」と「しごと」の好循環を生み出す」、「ひと」と「しごと」の好循環を生み出す
・子どもを産み育む環境を整えるとともに、産学官が連携して学校教育や産業人材教育の充実を図り、良質な雇用
の場を確保して「人財立県」を推進

・優秀な人材を育て、安定した質の高い雇用の場を確保しながら、その人財を原動力に産業を活性化

３３ 「支えあい」と「連携」の推進による「共創のまちづくり」「支えあい」と「連携」の推進による「共創のまちづくり」
・地域相互の連携、広域的連携を一層強化
・多様な主体が協働・連携して新たな取組を創り出す「共創のまち」を目指す

○平成28年度においては、「長崎県総合計画チャレンジ2020」、「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」
を推進するため、既存事業を大幅に見直したうえで、新たな視点や発想を積極的に取り入れた施策を戦
略的かつ分野横断的に展開していく。

○まず、本県の人口減少の最大の要因である若年者の県外転出を抑制するため、企業誘致や、製造業の
付加価値向上、観光分野における量・質両面からの高度化など、良質な雇用の場の創出に取り組む。

○また、高校生・大学生に向けた県内企業の情報発信、本県の暮らしやすさの魅力発信などにより、若年者
の県内就職を促進するとともに、「しごと」や「住居」等の情報発信、農業や漁業の就業モデルの提案な
ど、総合的な移住戦略を展開し、ＵＩターンを促進する。

○さらに、県民の結婚・出産・子育てに関する希望の実現を図るため、婚活支援の充実、地域で子育てを支
援する環境の整備、きめ細かなサポートが必要な家庭への支援の充実、若い世代の結婚・出産等に対す
る意識の醸成に努める。

○そして、こうした取組の基盤となる交通ネットワークの整備や、激甚化・多様化する災害への備え、各種犯
罪や交通事故への対応、公共施設の適切な維持管理など、安全で安心な生活環境の確立に取り組む。

１１ しごとを創り、育てるしごとを創り、育てる
・ 「産業の稼ぐ力」を強化し、人口の受け皿となる良質な雇用の場を創出・確保する
・長崎県の強みをフルに活かして新しい産業を創出する。

２２ ひとを創り、活かすひとを創り、活かす
・産業を支える人財を育成し、「人材育成」と「雇用創出」の好循環を創出する
・長崎県移住戦略を推進する

３３ まちを創り、支えあうまちを創り、支えあう
・若者など、県民が望む「結婚・出産・子育て」及び「就労環境」を実現する
・人口減少社会における持続可能な地域づくりを推進する

平成28年度の重点的な取組

「長崎県総合計画チャレンジ2020」では、これまで推進してきた「人、産業、地域が輝く長崎県づくり」や県
民所得向上対策の成果、残された課題等を踏まえるとともに、同時に策定を進めてきた「長崎県人口ビジョ
ン」や「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の考え方を基に、人口減少対策や地方創生の推進に資す
る施策を積極的に取り入れている。
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総合計画の確かな推進のために 

地域のみんなが地域のみんなが
支えあう長崎県支えあう長崎県

次代を担う次代を担う『『人財人財』』
豊かな長崎県豊かな長崎県

1.交流を生み出し活力を取り込む1.交流を生み出し活力を取り込む交流を生み出し活力を取り込む

2.交流を支える地域を創出する2.2.交流を支える地域を創出する交流を支える地域を創出する

7.たくましい経済と良質な雇用を創出する7.7.たくましい経済と良質な雇用を創出するたくましい経済と良質な雇用を創出する

3.互いに支えあい見守る社会をつくる3.3.互いに支えあい見守る社会をつくる互いに支えあい見守る社会をつくる

4.生きがいを持って活躍できる社会をつくる4.4.生きがいを持って活躍できる社会をつくる生きがいを持って活躍できる社会をつくる

9.快適で安全・安心な暮らしをつくる9.9.快適で安全・安心な暮らしをつくる快適で安全・安心な暮らしをつくる

5.次代を担う子どもを育む5.5.次代を担う子どもを育む次代を担う子どもを育む

6.産業を支える人材を育て、活かす6.6.産業を支える人材を育て、活かす産業を支える人材を育て、活かす

しまは日本の宝戦略しまは日本の宝戦略 ～しまの多様性を活かす～～しまの多様性を活かす～

アジア・国際戦略アジア・国際戦略 ～海外との友好～海外との友好交流交流関係と地の利を活かす～関係と地の利を活かす～

ナガサキ・グリーンイノベーション戦略ナガサキ・グリーンイノベーション戦略
～技術革新により「産業振興・雇用創出」と「社会の低炭素化・グリーン化」を加速化～～技術革新により「産業振興・雇用創出」と「社会の低炭素化・グリーン化」を加速化～

今後10年間をめどに長崎県がめざす姿と
それを実現するための県政の基本的な方
向性

基本理念の実現に向けた各分野の取組の方向性

長崎県の強みを活かした
長崎ならではの戦略的な
取組を横断的に展開

基本理念・将来像基本理念・将来像

人
、
産
業
、
地
域
が
輝
く

た
く
ま
し
い
長
崎
県
づ
く
り

人
、
産
業
、
地
域
が
輝
く

人
、
産
業
、
地
域
が
輝
く

た
く
ま
し
い
長
崎
県
づ
く
り

た
く
ま
し
い
長
崎
県
づ
く
り

10.にぎわいと暮らしを支える社会基盤を整備する10.10.にぎわいと暮らしを支える社会基盤を整備するにぎわいと暮らしを支える社会基盤を整備する

政策政策

政策横断プロジェクト政策横断プロジェクト

長崎県総合計画チャレンジ長崎県総合計画チャレンジ20202020の基本理念とそれを実現するためのの基本理念とそれを実現するための1010の政策の政策

平成28年度から平成32年度の5年間で
重点的に取り組んでいく政策

8.元気で豊かな農林水産業を育てる8.8.元気で豊かな農林水産業を育てる元気で豊かな農林水産業を育てる

交流でにぎわう交流でにぎわう
長崎県長崎県

力強い産業を力強い産業を
創造する長崎県創造する長崎県

安心快適な暮らし安心快適な暮らし
広がる長崎県広がる長崎県

世界文化遺産プロジェクト世界文化遺産プロジェクト ～日本、世界にその価値を伝え、活かす～～日本、世界にその価値を伝え、活かす～

新幹線プロジェクト新幹線プロジェクト ～新幹線で創る長崎のまちと未来～～新幹線で創る長崎のまちと未来～

魅力ある「ひと」「しごと」魅力ある「ひと」「しごと」づづくりによる定住促進プロジェクトくりによる定住促進プロジェクト
～魅力ある「ひと」「しごと」を創り、県内に留め、県外から呼び込む～～魅力ある「ひと」「しごと」を創り、県内に留め、県外から呼び込む～

 

Ⅳ 長崎県総合計画チャレンジ 2020 に基づく主な新規事業等
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交交流流ででににぎぎわわうう長長崎崎県県 

【総合計画に掲げる課題】 

■「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」の世界遺産登録実現と2つの世界遺産（候補）の万全な保護
と登録実現による地域の活性化及び受入体制強化 

■九州新幹線西九州ルートの開業効果を最大化するための取組の推進 

■長崎県の歴史・文化・観光・県産品の磨き上げ・発信 

■アジア・国際戦略の推進強化による厚みのある経済的実利の創出・拡大の取組 

■長崎空港の活性化 

■長崎から核兵器廃絶と世界恒久平和に向けた積極的な発信 

（２つの世界遺産等を活用した観光地づくりと誘客拡大） 

■2つの世界遺産（候補）をはじめとする新たな観光素材を活用した更なる観光客の拡大に向け、国内外
からの誘客促進等を図ります。［（拡）県内観光地周遊促進対策事業費］ 

■各地域における観光客の受入体制整備を促進し、インバウンド観光の拡大を図ります。［●（拡）「明日の世

界遺産」海外誘客対策事業費、（新）中国観光市場開拓戦略推進事業費］ 

■世界遺産登録により注目度が高まっているこの機を捉え、更なる観光消費額拡大につながるよう国内
外からの富裕層の取り込みを積極的に展開するとともに、ビッグデータ等を活用した観光マーケティング
を強化し、本県観光のブランド力向上及び観光産業の充実・強化を推進します。［●（新）観光ステップアップ

推進事業費、●（新）ビッグデータ活用戦略的マーケティング対策事業費］ 

（本県ならではのソフトパワーの活用・発信） 

■2つの世界遺産（候補）や日本遺産など、本県の特色ある歴史文化を効果的に情報発信することによ
り、国内外からの誘客を促進します。［●（継）究める・つなげる「長崎の歴史」魅力発信事業費］ 

■平成28年3月に設置する東京の情報発信拠点（アンテナショップ）において、本県の歴史・文化、自然、
食などの魅力を総合的に発信するとともに、県内市町及び関係企業・団体との連携強化により、県産品
のブランド化・販路開拓及び長崎県への誘客を促進します。［●（新）情報発信拠点運営事業費］ 

（海外活力の取り込み） 

■歴史的なゆかりやこれまでの交流の成果を活かしながら、中国の偉人（孫文・鄭成功・隠元）を活用した
情報発信により本県の認知度向上を推進します。また、中国における介護・福祉事業などの海外ビジネ
ス展開支援施策を推進します。［●（拡）中国プロジェクト重点推進事業費］ 

■長い交流の歴史やゆかりを有するオランダを中心に、欧米各国について２つの世界遺産（候補）など、本
県の強みや特徴を活かし、経済的実利を見据えた取組を推進します。［●（新）欧米プロジェクト重点推進事業

費］ 

１１．．交交流流をを生生みみ出出しし活活力力をを取取りり込込むむ 

２２つつのの世世界界遺遺産産（（候候補補））のの登登録録ややアアジジアア諸諸国国ををははじじめめととししたた新新興興国国のの著著ししいい経経済済成成長長にに伴伴うう人人とと物物のの流流れれ

のの拡拡大大、、東東京京オオリリンンピピッックク等等大大型型ススポポーーツツイイベベンントトのの日日本本開開催催ななどど、、本本県県ににととっってて好好影影響響がが予予想想さされれるる

様様々々なな背背景景をを踏踏ままええ、、世世界界遺遺産産登登録録にによよるる経経済済波波及及効効果果をを県県内内にに浸浸透透ささせせるるととととももにに、、経経済済発発展展がが著著ししいい

アアジジアア諸諸国国ををははじじめめととすするる海海外外活活力力のの取取りり込込みみ、、情情報報発発信信拠拠点点アアンンテテナナシショョッッププのの活活用用やや長長崎崎空空港港のの２２４４

時時間間化化、、国国際際定定期期航航空空路路線線のの拡拡大大、、ススポポーーツツココミミッッシショョンンをを中中心心ととししたたススポポーーツツ大大会会やや合合宿宿のの誘誘致致、、市市町町

とと連連携携ししたた移移住住・・定定住住対対策策ななどど、、交交流流人人口口のの拡拡大大ににつつななががるる施施策策にに重重点点的的にに取取りり組組んんででいいききまますす。。  

総合計画の確かな推進のために

・ 事業名の前に●があるものは、長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略に基づく主な新規事業等（案）にも再掲あり 

・ （新）は新規事業、（拡）は拡充事業、（継）は継続事業 

総合計画の確かな推進のために
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総合計画の確かな推進のために 

■海外において県産品をはじめとした本県の魅力を総合的に情報発信するとともに、海外からの観光客等
に対する県産品の認知度向上の推進等により、県産品のブランド化を図ります。［●（新）長崎県産品海外Ｐ

Ｒ事業費］ 

■上海線の運航安定化やソウル線の再開、香港線等の新たな路線の誘致を推進し、国際定期航空路線
の維持・拡大を図ります。［●（拡）国際定期航空路線維持・拡大事業費］ 

■カジノを含む統合型リゾート（ＩＲ）の誘致を目指し、国際競争力の高い魅力ある基本構想の策定に向け
た取組等を推進します。［●（継）統合型リゾート導入検討事業費］ 

（新幹線開業に向けた戦略的取組の推進） 

■アクションプラン等の策定・推進により、九州新幹線西九州ルートの開業効果の最大化に向けて、県民、
関係団体、行政が協力し、新幹線の開業効果を見据えた交流人口の拡大や地域活性化などの取組を
行います。［（新）アクションプラン策定事業費］ 

２２．．交交流流をを支支ええるる地地域域をを創創出出すするる 

【総合計画に掲げる課題】 

■九州新幹線西九州ルートの開業効果を最大化するための取組の推進 

■世界遺産登録効果を永続的にするための長崎の魅力ある景観とまちなみの形成 

■地域の特性を活かした文化･芸術による地域の活性化 

■国体等の成果を活かしたスポーツの振興 

■ラグビーワールドカップや東京オリンピック等大型スポーツイベントへの対応 

■本県への移住の促進 

（時機を捉えた魅力あるまちなみの整備） 

■九州新幹線西九州ルート開業を見据えた都市再生や景観形成のため、地域の個性を活かした魅力あ
るまちなみの整備を実施します。［（継）JR長崎本線連続立体交差事業費］ 

（文化・スポーツによる地域活性化） 

■スポーツツーリズムによる地域活性化のため、スポーツ大会や合宿の誘致、人材育成等を行うスポーツ
コミッションを運営するほか、地域色のあるスポーツ合宿拠点づくりを推進します。［●（継）スポーツコミッショ

ン事業費］ 

■地域密着型クラブチーム等の活用や「わがまちスポーツ」による地域活性化・交流を推進します。［（継）

スポーツ夢づくり推進事業費］ 

■若者文化に着目した新たな価値と創造を推進します。［（継）地域発「ながさき文化のちから」創生事業費、（新）

「描いてみんね！長崎」事業費］ 

（移住施策の強化） 

■市町と連携して、移住・定住対策に一体的かつ効果的に取り組みます。［●（拡）新・ながさき暮らしＵＩターン促

進プロジェクト費、●（拡）小さな楽園プロジェクト費］ 
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３３．．互互いいにに支支ええああいい見見守守るる社社会会ををつつくくるる 

地地域域ののみみんんなながが支支ええああうう長長崎崎県県

本本県県でではは既既にに高高齢齢化化率率2266％％のの超超高高齢齢社社会会をを迎迎ええてておおりり、、社社会会保保障障費費のの増増加加やや持持続続可可能能なな社社会会保保障障制制度度

のの維維持持、、地地域域ココミミュュニニテティィのの互互助助機機能能のの低低下下、、高高齢齢者者のの孤孤立立化化、、認認知知症症ななどどがが社社会会問問題題ととななっってていいまますす。。まま

たた、、生生活活保保護護受受給給者者のの高高止止ままりりやや非非正正規規雇雇用用労労働働者者等等のの生生活活困困窮窮にに至至るるリリススククのの高高いい層層のの増増加加ととそそれれにに

伴伴うう貧貧困困のの連連鎖鎖へへのの懸懸念念、、ひひききここももりりやや不不登登校校ななどど社社会会生生活活をを円円滑滑にに営営むむ上上ででのの困困難難をを抱抱ええるる若若者者やや、、障障

害害、、いいじじめめ、、虐虐待待ななどどにに起起因因すするる特特別別なな支支援援をを必必要要ととすするる子子どどももがが増増加加ししてていいまますす。。  

ここののよよううなな背背景景をを踏踏ままええ、、平平成成２２８８年年度度ににおおいいててはは、、高高齢齢者者、、若若者者、、女女性性、、障障害害ををおお持持ちちのの方方々々ななどどがが安安心心

ししてて暮暮ららししてていいけけるるよようう、、医医療療・・介介護護・・福福祉祉ササーービビスス体体制制のの整整備備をを図図るるととととももにに、、女女性性ののラライイフフスステテーージジにに応応

じじたた就就労労支支援援やや職職場場環環境境のの整整備備、、生生活活困困窮窮世世帯帯等等のの子子どどももにに対対すするる教教育育支支援援ななどど、、県県民民一一人人ひひととりりがが

様様々々なな分分野野でで役役割割をを担担いいつつつつ、、互互いいにに支支ええああいいななががらら、、いいつつままででもも健健康康でで、、生生ききががいいをを持持っってて活活躍躍ししてていいたた

だだけけるるよよううなな社社会会のの実実現現にに重重点点的的にに取取りり組組んんででいいききまますす。。  

■生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、自立相談支援事業の実施、住居確保給
付金の支給その他の支援を行うための所要の措置を講じます。［（拡）生活困窮者自立支援事業費］ 

■多重的な見守りを実現するため、関係機関等を構成団体とした協議会を設置するとともに、九州地方知
事会で取り組むテレビＣＭの制作・放映、事例集の作成を行います。［●（新）多重的見守りネットワーク総合対

策事業費］ 

■認知症施策の充実を図るため、認知症地域支援推進員を対象に、資質向上とネットワーク構築を目的
に研修を実施します。[(新)認知症地域支援推進員研修事業費] 

（誰もが安心して暮らし、社会参加のできる地域づくり） 

■子育て中の女性医師等によるヘリコプターを利用した離島・へき地における日帰り診療を実施します。
［●（新）日帰り診療応援システム事業費］ 

■市町が取り組む地域包括ケアシステムの構築を支援するため、県構築支援委員会を開催するとともに、
医療・介護関係者の「顔の見える関係」づくりを推進するための研修会を実施します。また、元気な高齢
者等による生活支援体制・地域助け合いづくりを推進するための研修会及び地域で社会参加などに活
躍する高齢者の表彰制度を実施します。[●(拡)地域包括ケアシステム人材育成・資質向上事業費）] 

（必要なときに必要な医療・介護・福祉サービスが受けられる体制の整備） 

■あじさいネットを利用して地域連携パスの電子化や薬剤情報の共有等を行い、在宅医療等におけるICT
の利用を推進します。［（新）医療提供の機能分化に向けたICT医療連携導入支援事業費］ 

■障害のある子どもや特別に支援が必要な子どもと親への支援の充実 

■ひとり親家庭等の自立、貧困に起因する問題を抱える子どもと親への支援 

■いじめ、不登校等への対策 

■児童虐待の早期発見・早期対応への支援策の充実 

■生活困窮者等の就労の実現と総合的な自立相談支援体制の構築 

■行政、民間等が一体となった、総合的な自殺対策の推進 

■人権教育・啓発活動のさらなる推進 

■障害者の自立・就労支援及び地域移行 

■介護サービスを提供する事業所、施設等の基盤整備促進 

■地域包括ケアシステムの構築や認知症施策の推進 

■高齢化の進展等に伴う医療需要の変化や広域的な感染症等への対応 

【総合計画に掲げる課題】 

総合計画の確かな推進のために
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総合計画の確かな推進のために 

■地域でのファシリテーター養成講座開催により指導者数を確保するとともに、専門講座により指導者のス
キルアップを図ることで、県全体にわたる人権教育・啓発の推進体制の充実を図ります。［（拡）社会人権・

同和教育推進費］ 

（きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援） 

■いじめ・不登校・暴力行為など児童生徒の問題行動の解決のため、子どもの悩みを解消して心の安定を
図る教育相談体制を確立するとともに、学校、家庭、地域及び関係機関が連携し、子どもが育つ環境改
善に向けた支援体制の充実を図ります。［（拡）スクールカウンセラー活用事業費、（拡）スクールソーシャルワーカー活

用事業費］ 

■発達障害を早期に発見し、適切な支援につなげるため、市町によって異なる1.6歳児、3歳児健診にお
ける発達リスク児発現率の状況調査や健診従事者の専門性向上を図るとともに、発達障害児・者支援
関係機関が設置する協議会等を統合した支援推進会議の設置及び発達障害に関する広報啓発を推
進します。［●（拡）発達障害者支援事業費、●（拡）健やか親子２１推進事業費］ 

■小・中・高等学校における発達障害のある児童生徒への障害特性に応じた適切な指導と必要な支援を
充実させ、自立と社会参加を推進します。［（新）発達障害児等能力開発・教育支援推進事業費］ 

■ひとり親家庭等の自立を促進するための親の資格取得の際の支援、子どもへの学習支援、児童養護施
設等入所児童に対する大学等への進学などを支援します。［（拡）ひとり親家庭等自立支援事業費、（継）母子家

庭等対策費、（拡）児童措置費］ 

４４．．生生ききががいいをを持持っってて活活躍躍ででききるる社社会会ををつつくくるる 

【総合計画に掲げる課題】 

■県民が生涯を通じて元気に過ごせるための、健康寿命の延伸に向けた取組の推進 

■高齢者の生きがいづくり、健康づくりの推進 

■「第29回全国健康福祉祭ながさき大会」（愛称：ねんりんピック長崎２０１６）の成功 

■子どもたちの運動習慣の二極化の解消と望ましい生活習慣の定着 

■性別による固定的な役割分担意識の解消 

■出産・子育て・介護等と仕事の両立（ワーク・ライフ・バランス）に向けた取組の推進 

■指導的地位に占める女性の割合の増加 

■個々のニーズに柔軟に対応できる生涯学習の充実と地域コミュニティの再生 

■県民や行政、ＮＰＯ法人・ボランティア団体、企業など多様な主体並びにそれらの連携、協働による
地域課題解決に向けた取組の推進 

■学校、地域社会、事業者、行政などのあらゆる主体が、環境教育等に取り組むことが必要 

（いつまでも健康で活躍できる社会の実現） 

■健康の保持増進と生活習慣病の予防を推進します。［●(新)おいしくヘルシー！ながさき健康プロジェクト事業費、

●（新）たのしくヘルシー！ながさき健康プロジェクト事業費］ 

■高齢者の社会参加と活躍を促進します。［●(拡)地域包括ケアシステム人材育成・資質向上事業費（再掲）］ 

■学校給食における食物アレルギー事故を防止するため、ＩＣＴを活用した管理システムを構築します。
［(新) 食物アレルギー対策事業費］ 

（女性の活躍推進） 

■女性のライフステージに応じたきめ細やかな就労支援や働きやすい職場環境の整備、女性の人材育
成・登用等促進などを一層推進するための支援を実施します。［●(新)ながさき女性輝き応援プロジェクト］ 

■子育て中の女性医師等によるヘリコプターを利用した離島・へき地における日帰り診療を実施します。
［●（新）日帰り診療応援システム事業費（再掲）］ 



 
総合計画の確かな推進のために

 
 

（多様な主体が支えあう地域づくりの推進） 

■多様な主体による連携、協働を促進するため、「協働サポートデスク」を新たに設置し、協働に関する相
談や事業企画提案の受付、関連情報の提供や助言、コーディネイト等を行うとともに、ＮＰＯと企業との
協働を促進するための情報交換会を開催します。［(新) 協働推進事業費］ 
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５５．．次次代代をを担担うう子子どどももをを育育むむ 

次次代代をを担担うう『『人人財財』』豊豊かかなな長長崎崎県県 

未未婚婚化化・・晩晩婚婚化化・・晩晩産産化化とと夫夫婦婦のの持持つつ子子どどもも数数のの減減少少をを主主なな要要因因ととししてて、、本本県県のの少少子子化化はは進進行行ししてておおりり、、
児児童童・・生生徒徒及及びび学学生生数数はは減減少少ししてていいるる一一方方、、変変化化のの激激ししいい社社会会をを生生ききてていいくくたためめのの「「確確かかなな学学力力」」のの必必要要性性
がが高高ままっってていいまますす。。ままたた、、高高齢齢化化にによよるる農農林林業業就就業業者者数数減減少少にに伴伴うう生生産産力力やや地地域域活活力力のの低低下下、、新新規規就就業業
者者のの不不足足、、離離職職にによよるる漁漁業業者者数数のの減減少少とと漁漁村村地地域域のの衰衰退退、、医医療療･･介介護護･･福福祉祉ササーービビススのの需需要要のの拡拡大大ななどどがが
進進むむ中中、、女女性性やや高高齢齢者者をを含含むむ全全ててのの世世代代のの活活躍躍がが必必要要ととさされれてていいまますす。。  
  ここののよよううなな背背景景をを踏踏ままええ、、平平成成２２８８年年度度ににおおいいててはは、、県県民民がが希希望望すするる結結婚婚、、妊妊娠娠、、出出産産、、子子育育ててがが実実現現でで
ききるる社社会会をを築築いいてていいくくたためめ、、子子育育ててにに対対すするる意意識識醸醸成成ななどど、、そそれれぞぞれれののラライイフフスステテーージジにに応応じじたた切切れれ目目ののなな
いい支支援援をを行行ううととととももにに、、英英語語ココミミュュニニケケーーシショョンン力力のの向向上上ななどどにによよるる子子どどももたたちちのの確確かかなな学学力力をを育育成成すするるほほ
かか、、大大学学、、企企業業及及びび行行政政のの連連携携をを強強化化しし、、企企業業がが求求めめるる地地域域のの即即戦戦力力ととななるる人人材材のの育育成成やや将将来来のの地地域域産産
業業のの担担いい手手ととななるる大大学学生生へへのの支支援援ななどど、、若若者者のの県県内内定定着着ににつつななががるる施施策策にに重重点点的的にに取取りり組組んんででいいききまま
すす。。  

【総合計画に掲げる課題】 

■妊娠・出産・育児に対する不安感の解消 

■幼児期の教育・保育の質の充実 

■家庭・地域・学校等の連携による子どもの育成 

■社会を主体的・協働的に生きていくための必要な学力向上 

■児童・生徒数の減少による学校の統廃合等への対応 

■学力向上のためのＩＣＴを活用した質の高い授業の実現 

■グローバル化に対応した英語によるコミュニケーション能力の向上 

■学力･意欲のある生徒に対する学習機会の確保 

（結婚・妊娠・出産・子育ての一貫した切れ目ない支援） 

■婚活サポートセンターの機能を強化し、結婚を希望する独身男女のデータを蓄積してデータマッチング
を行うこととし、独身者の情報提供・事業の周知について市町・団体等と連携することで長崎県一体とな
った結婚支援策の充実を図ります。［●（拡）ながさきで家族になろう事業費］ 

■佐世保県北地域の周産期医療の機能分化・連携を推進するため、高度な周産期医療を担っている医
療機関に母体胎児監視システムを導入します。[●(新)周産期医療の機能分化・連携体制整備事業費] 

■保育人材の確保と流出防止を図ります。［●（拡）保育士人材確保等事業費］ 

（安心して子育てできる環境づくり） 

■子どもたちの心の根っこを育てるために大人のあり方を見直し、みんなで子どもを育てる県民運動を推進
します。[（継）「ココロねっこ運動」推進事業費] 

■親や子どものメディアリテラシー力の向上のため、「メディア安全指導員」の養成と地域への派遣に取り
組むとともに、子ども達のネットへの書込みなどを見守る「ネットパトロール」を行い、子どもが使用する携
帯電話等のフィルタリング利用率の向上など、本県のメディア環境の改善を図ります。［（継）長崎っ子のため

のメディア環境改善事業費］ 

■耐震化が必要な幼保連携型認定こども園・私立幼稚園が実施する耐震工事に対し助成を行う。[（継）幼

稚園耐震化緊急整備事業費] 

総合計画の確かな推進のために 



 
 

総合計画の確かな推進のために

 
 
 （学力の向上と個性を活かした教育の推進） 

■現行の長崎県学力調査の分析・集計業務について、各小中学校が活用しやすく、より高い効果を得ら
れるよう新たなシステムを導入し、併せて授業改善のための研修会を実施します。［（拡）長崎県学力調査

実施事業費］ 

■長崎県のＩＣＴ教育の中核となる拠点校・地域を指定し、コーディネーターを配置するなどセンター的機
能を充実させるとともに、実践的な研修など学力向上に資する授業力の向上対策を実施します。［（新）

学力向上に資するICT活用事業費］ 

■ＩＣＴ機器の効果的な活用により、児童生徒の学力向上を図るため、電子黒板の普通教室への設置を
推進します。［（新）長崎県教育ＩＣＴ化推進事業費］ 

■長崎大学と連携し、児童生徒の自然科学に対する興味・関心を一層高めるとともに、自ら課題を発見
し、解決に向けて主体的に取り組む機会を提供するなど、科学技術立国日本の次代を担う人材を育成
します。［（新）長崎サイエンス・スタディー支援事業費］ 

（グローバル化社会を生き抜く力を持った人材づくり） 

■国の英語教育改革を踏まえ、児童生徒の英語によるコミュニケーション力の更なる向上を図るため、英
語に直接触れることができる英会話体験を主体とした活動を拡大して実施するとともに、教員の英語指
導力向上のための研修会を実施します。［（新）ながさキッズ イングリッシュ チャレンジ事業費］ 

（子どもたちが安心して学べる教育環境の整備） 

■児童生徒の安全で快適な学習環境を整備するため、安全性の確保を最優先とした計画的な施設の改
築・改修を行います。［（継）校舎等整備費等］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【総合計画に掲げる課題】 

■時代に即応した職業観・勤労観を養うための実践的なキャリア教育の推進 

■新卒者の県内就職の促進 

■産業人材のＵＩＪターン促進 

■農林業・水産業における新規就業者の更なる確保と地域を牽引する事業者の育成 

■医療･介護･福祉サービスの提供体制を支える人材の育成と確保 

■知の拠点、交流の拠点、人材育成の拠点として、県内大学が有する知的資源等の積極的な活用 

 （キャリア教育の推進と企業人材の育成） 

■企業・学校・行政の役割と取組事項を明確にした本県独自の人材育成戦略の作成に加え、若手経営
者や中核人材等を対象とした専門的・実践的講座を開講するなど、学校から企業現場に至るまでの人
材育成を推進します。［●（新）「人財県長崎」人材育成モデル構築事業費］ 

■県と地元産業界が協力し、将来の地域産業の担い手となる大学生の奨学金返還を支援するための基
金を造成します。［●（新）産業人材育成奨学金返済アシスト事業費］ 

（地域に密着した産業の担い手の確保・育成） 

■市町・漁協等関係機関との連携を強化し、浜の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業者の呼び込
み、就業前後の技術習得研修等の拡充、経営開始後の定着促進と離職防止により漁業就業者の確
保育成を図ります。また、国の制度活用により隙間のない漁業就業モデルを確立します。［●（新）浜の魅

力発信･漁業就業促進総合支援事業費］ 

■就農希望者を地域に呼び込む仕組みを強化するため、受入団体等登録制度の充実や雇用就業後の
独立就農への取組を支援します。［●（新）新規就農者確保対策費］ 

 

６６．．産産業業をを支支ええるる人人材材をを育育てて、、活活かかすす  
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総合計画の確かな推進のために 

（大学と連携した県内学生の人材育成と地元定着） 

■県立大学において、地域の即戦力となる人材の育成や地元定着促進を図るため、地域における課外
活動や長期インターンシップなどの実践的な教育を実施します。[●（新）県立大学実践的教育推進事業費] 

■県立大学佐世保校において、学部学科再編を踏まえた新たな機能を有する校舎等を整備するため、
基本設計等に着手します。［●（新）県立大学佐世保校建設整備事業費］ 

■地域の需要に応じた医療人材の確保を図ります。［●（新）日帰り診療応援システム事業費(再掲)］ 

 （医療・介護・福祉人材の育成・確保） 

■介護支援専門員の資質向上に資する研修として、リハビリテーション等の専門的知識向上を図る機能
訓練資質向上研修を実施します。[(新)介護支援専門員機能訓練資質向上研修事業費] 

■介護職員等の定着促進を図るため、複数事業所の連携による合同研修やキャリアアップ研修による資
質向上、労働・雇用環境改善のために専門家等を派遣するなど、介護事業所が行う定着促進に向け
た取組を支援します。［（拡）介護職員等定着支援事業費］ 

■離職した介護人材の再就職支援や、介護職を目指す学生の介護現場への就労・定着の促進を目的と
した再就職準備金や学費等の貸付を行います。［（新）介護福祉士修学資金等貸付事業費］ 
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７７．．たたくくままししいい経経済済とと良良質質なな雇雇用用をを創創出出すするる 

力力強強いい産産業業をを創創造造すするる長長崎崎県県 

再再生生可可能能エエネネルルギギーー産産業業ななどどのの新新産産業業やや製製造造業業・・ササーービビスス産産業業、、農農林林水水産産業業そそれれぞぞれれのの分分野野ににおおいいてて
新新ししいい取取組組がが進進むむ一一方方でで、、農農林林水水産産業業ににおおいいててはは、、日日豪豪ＥＥＰＰＡＡのの発発効効ややＴＴＰＰＰＰ協協定定のの大大筋筋合合意意ななどど国国際際化化
がが進進展展すするるととととももにに、、燃燃油油やや飼飼料料・・資資材材価価格格のの上上昇昇やや市市場場価価格格のの低低迷迷、、国国内内水水産産物物需需要要のの減減退退等等にによよるる
生生産産者者価価格格のの低低迷迷ななどどにによよるる収収益益性性のの悪悪化化もも続続いいてていいまますす。。  
ここののよよううなな背背景景をを踏踏ままええ、、平平成成２２８８年年度度ににおおいいててはは、、ここれれままでで具具体体的的目目標標をを掲掲げげ取取りり組組んんででききたた「「県県民民所所得得

向向上上対対策策」」ををささららにに一一歩歩進進めめ、、海海洋洋エエネネルルギギーー関関連連産産業業のの拠拠点点形形成成にに向向けけたた取取組組やや、、食食品品製製造造業業のの高高付付
加加価価値値化化、、本本社社機機能能移移転転のの動動ききをを捉捉ええたたオオフフィィスス系系企企業業のの誘誘致致、、フフーードドククララススタターーのの構構築築、、新新規規就就農農者者・・漁漁
業業就就業業者者のの就就業業前前後後のの支支援援ななどど、、力力強強いい産産業業のの育育成成とと良良質質なな雇雇用用のの場場のの創創出出ににつつななががるる施施策策にに重重点点的的
にに取取りり組組んんででいいききまますす。。  

【総合計画に掲げる課題】 

■県内企業の競争力強化、取引拡大 

■県外需要の取込みと中小・小規模企業への波及 

■経済発展が著しいアジア地域の需要拡大の取込 

■造船で培われた県内企業の技術を活用した新分野への進出 

■地域の拠点となる商店街の振興 

■第3次産業の振興による経済の活力維持 

■企業誘致の受け皿となる工業団地及びオフィスビルの不足 

■雇用のミスマッチ解消 

■女性の希望に添う職場の確保 

（新産業の創出と新たな成長分野への参入） 

■国内外の実証プロジェクト誘致による実証フィールドの構築、産学官が連携した実証から商用化までを
見据えた取組への支援等を行うことで、海洋エネルギー関連産業の拠点形成を促進します。［●（新）海

洋エネルギー関連産業集積促進事業費］ 

■水素を活用した燃料電池船(商用ベース)の研究開発・普及を促進し、県内造船業の振興及び水素関
連産業の新市場創出を図ります。［●（新）燃料電池船建造プロジェクト事業費］ 

■自動走行実証事業のためのフィールド整備を促進するとともに、センサー技術を活用した先進運転支援
システムや高感度画像処理といった関連産業の誘致と県内関連産業の集積を促進します。［●（新）長崎

県センサープロジェクト推進事業費］ 

（地域経済を支える産業の強化） 

■県内ものづくり企業による事業拡大に向けた自発的な取組への技術面、営業面等からの総合的な支援
や複数企業による共同受発注システムの開発を推進します。［●（新）元気なものづくり企業ステップアップ支援

事業費］ 

■食料品製造業の高付加価値化の取組として、高度加工、希少品の商品化、衛生体制の強化などを重
点的に支援していくとともに、物流対策の検討を行います。［●（新）食品製造業の高付加価値化支援事業費］ 

■宿泊業の新たな需要を創造するための商品・サービス開発、業務の効率化等の生産性向上を促進し
ます。［●（新）宿泊業生産性向上促進支援事業費］ 

■県下一円の製造業企業からなる「長崎県工業連合会」が実施する競争力強化や人材育成等の活動へ
の助成などにより、企業間連携を促進し、県内製造業の競争力を強化します。［●（新）さんさん連携活性化

促進事業費］ 

総合計画の確かな推進のために
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総合計画の確かな推進のために 

 

■官民連携の協議会を設置し、ベストプラクティス（優良事例）の普及等に向けた支援を実施します。［●

（新）サービス産業官民連携推進事業費］ 

（戦略的、効果的な企業誘致の推進） 

■県有地の活用等によりオフィスビルを整備し、本社機能移転などの動きを捉えたオフィス系企業の誘致
活動を展開するとともに、高度専門人材について、県立大学への学科新設等による育成とUIJターンに
よる人材確保の推進を図ります。［●（新）長崎金融バックオフィスセンター構想事業費］ 

（就業支援と良質な職場環境づくり） 

■県外への就職割合が高い工業高校等にキャリアサポートスタッフを配置し、生徒や保護者に対して県内
企業の魅力と情報を提供するとともに、学校内での企業説明会、インターンシップの支援等を実施する
ことで、県内企業への就職等を支援します。［●（新）高校生のためのふるさと長崎就職応援事業費］ 

■若者の県内定着を促進するとともに女性や高齢者の就業率を向上させるため、誰もが働きやすい良質
な職場環境の実現を目指し、雇用者の処遇改善や職場環境改善などに取り組む中小企業等を支援し
ます。［●（新）誰もが働きやすい職場づくり支援事業費費］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【総合計画に掲げる課題】 

■漁業者の収益性の向上、経営力強化 

■多様な販路確保や流通改善等による生産者価格の向上 

■県内全域での藻場回復 

■安定した需要と収入の確保 

■農林業の収益性の向上と地域全体としての所得の向上 

■6次産業化の取組と輸出の拡大 

■担い手への農地集積及び農地基盤整備の加速化 

■農山漁村の活性化 

（水産業の収益性向上に向けた取組の強化） 

■漁村地域の重要な雇用の場となっている定置網漁業、中小型まき網漁業について、生産設備の導入・
改善や加工・流通・観光等とを一体的に取り組む優良な経営モデルづくりを進め、離島等での安定した
雇用の場の確保を推進します。［●（新）雇用型漁業育成支援事業費］ 

■経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者に対して、関係機関と経営サポートセンターが連携して指
導・支援を行い、国・県の補助事業活用促進などにより、強い経営体づくりを推進します。［●（継）水産経

営支援事業費］ 

■ニーズに合った魚づくりのための市場調査等を実施するとともに、輸入規制対応や衛生管理体制等の
充実を図り、また、アンテナショップの整備やＰＲの実施等による販路の確保・拡大を行うことで、更なる
水産物の輸出拡大を支援します。［●（新）輸出拡大に向けた流通・販売強化事業費］ 

■長崎県水産物の販売促進及び漁業者の所得向上を図るため、生産加工・流通を担うグループの形成
を推進するとともに、新たな商品開発、販路開拓、販売促進ＰＲ及び品質管理体制の向上に要する施
設の改修などを行い、大消費地の量販店等のニーズに対応します。［●（新）市場ニーズに対応した加工･流通

対策事業費］ 

８８．．元元気気でで豊豊かかなな農農林林水水産産業業をを育育ててるる 
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（活力にあふれる浜・地域づくりと漁場・漁村の整備） 

■水産資源の適切な管理を推進するため、漁業者による資源管理計画の自己点検後、効果的な資源
管理の取組導入への支援等を実施します。［●（継）資源管理計画高度化推進事業費］ 

■ヒラメ共同放流において、各地の栽進協や基金により各海域別に放流されている種苗を高い放流効果
が得られる内湾性の海域（有明海・橘湾・大村湾）へ集中して放流し、その効果の実証を行います。
［（新）ヒラメ共同放流強化支援事業費］ 

■行政・研究機関・民間・漁業者等が連携し、藻場回復技術の検証、技術普及啓発、漁業者等による活
動組織の育成と取組の支援を行い、藻場回復を推進します。［●（継）藻場回復等総合推進事業費］ 

（農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化） 

■地域特有の実態を踏まえ中心的経営体の増頭体制整備や飼料生産組織の育成による省力化等の取
組を推進します。［●（拡）畜産クラスター構築事業費］ 

■産地計画の実現による農業所得の向上と、新規就農者の定着並びに担い手の規模拡大を後押しする
ため、品目別戦略を再構築し、コスト縮減、イノベーションの普及、労働生産性の向上、定時・定量・定
質による有利販売の出荷体制の強化を図ります。［●（新）未来を創る園芸産地支援事業費］ 

■県及び地域段階に産地と食品製造業等が参画した協議会を設置し、県内外の企業と産地との情報交
換やマッチング等を行うことにより、生産性の高い大規模な加工業務用産地を育成するとともに、マッチ
ング等により産地と実需者のネットワーク化を促進し、６次産業化や農商工連携の取組の拡大を図り、
所得の向上につなげます。［●（新）フードクラスター構築支援事業費］ 

■施設園芸における新たな複合環境制御技術の導入による収量増を実現する技術等の検討や温度、湿
度、光などの栽培環境を最適化するクラウドデータを収集します。［●（新）オランダ型施設園芸技術導入推進

事業費］ 

■「経営感覚に優れた次代の担い手の確保・育成」として受入団体登録制度を活用した新規就農者の生
産施設の整備や 「収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化」、「地域の活力と魅力にあふ
れる農山村づくり」の推進に必要な生産施設や農業用機械等の施設整備に対する支援を行います。
［●（新）新構造改善加速化支援事業費］ 

■県民共有の財産である森林のはたらきを十分に発揮させるため、新たな林業就業者を確保し、離島や
中山間地域への定着を図るとともに、森林を利活用した特用林産物の生産を支援します。［●次世代につ

なぐもりのちからフル活用事業費］ 

（地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり） 

■機械利用組合等の設立支援及び集落のリーダーになりうる人材の育成を推進します。［●（新）ながさき農

村集落活性化サポート事業費］ 

総合計画の確かな推進のために
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総合計画の確かな推進のために

９９．．快快適適でで安安全全・・安安心心なな暮暮ららししををつつくくるる 

安安心心快快適適なな暮暮ららしし広広ががるる長長崎崎県県

人人口口減減少少やや高高齢齢化化にに伴伴いい、、防防犯犯・・消消防防ななどど地地域域のの住住民民活活動動のの担担いい手手がが減減少少すするるととととももにに、、存存続続のの危危機機にに
ああるる集集落落がが今今後後増増加加すするるとと予予測測さされれまますす。。ままたた、、高高齢齢者者のの交交通通事事故故死死者者数数のの割割合合やや消消費費者者被被害害がが増増加加しし
てていいるるほほかか、、食食品品のの安安全全・・安安心心にに対対すするる要要求求やや防防災災ににおおけけるる広広域域連連携携のの必必要要性性がが高高ままっってていいまますす。。ささらら
にに、、本本県県でではは 1100 年年後後、、建建設設後後 3300 年年以以上上経経過過すするるイインンフフララ施施設設がが急急速速にに増増加加すするる見見込込でですす。。  
ここううししたた背背景景をを踏踏ままええ、、平平成成２２８８年年度度ににおおいいててはは、、各各地地域域がが持持つつ豊豊かかなな自自然然やや歴歴史史、、文文化化とといいっったた地地域域資資

源源をを生生かかししたた地地域域づづくくりりのの推推進進ととととももにに、、交交流流人人口口のの拡拡大大やや産産業業振振興興をを支支ええるる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備、、イイ
ンンフフララのの長長寿寿命命化化、、防防災災・・減減災災対対策策ななどどにに重重点点的的にに取取りり組組んんででいいききまますす。。  

【総合計画に掲げる課題】 

■国境離島新法等による離島の活性化 

■人口減少や高齢化社会に対応したまちづくり 

■子ども・女性・高齢者等に係る犯罪の予防 

■高齢者の交通事故防止 

■情勢に的確に対応したテロ対策の推進 

■食品の製造等における衛生管理のさらなる向上と安全性に関する正しい理解の促進 

■消費者教育・啓発と消費生活相談の充実･強化 

■原子力災害に対する防災対策、県域をまたぐ広域避難対策 

■消防団員の確保、自主防災組織の強化育成 

■災害に強い社会基盤の整備促進 

■環境と経済が両立できる持続可能な社会の構築が必要 

■美しく豊かな自然環境を活用した地域づくりが必要 

（しまや過疎地域等の活性化と持続可能な社会の基盤づくり） 

■しまの資源を活かした新たな産業振興策を展開するため、ながさき「しまねこ」プロジェクトや海を活用し
た新たな業態の創出に取り組みます。［●（継）ながさき「しまねこ」プロジェクト費、●（新）ながさきのしま「海業」創出プ

ロジェクト費］ 

■長崎の特徴的な景観を有する地区で、空き家活用による再生モデルの具体例を示し、地域の居住及
び交流人口の拡大を図ることで、持続可能な地域づくりを推進します。［●（新）空き家再生プロジェクト事業費］

■こぎ出せミーティング等の議論を通じて、振興局が市町や地域と協働して地域課題解決のため、市町
や地域と連携したプロジェクトを推進します。［●（拡）振興局活動推進費］ 

■離島留学制度における広報活動の充実・強化を図るため、専任のコーディネーターを配置します。［●

（拡）高校生の離島留学推進事業費］ 

■生徒減少により小規模化が進む離島部の高等学校において、学校の機能と教育水準の維持を図りな
がら、地元自治体や地域と協働して、地域の活性化に資するような魅力ある学校づくりに取り組みます。
[●（新）離島地区小規模校の魅力化「アイランド・チャレンジ」事業費] 

（犯罪や交通事故のない安全・安心なまちづくりの推進） 

■性暴力被害者の負担軽減と心身の健康回復を図るため、相談、医療、カウンセリング、法律相談等の
総合支援をワンストップでコーディネートする体制を整備し、支援を実施します。［（新）性暴力被害者支援事

業費］ 

総合計画の確かな推進のために 



 
 

総合計画の確かな推進のために

 
■高齢運転者・歩行者や若年世代も含めた交通安全教育を幅広く実施するとともに、高齢者交通安全意

識の高揚を図る県民参加型の啓発を実施します。［（新）「なくそう！高齢者の交通事故」総合対策事業費］ 

（食品の安全・安心の確保と安全・安心な消費生活の実現） 

■食品の安全性に関する理解促進と信頼確保のため、新たに設ける「食品の安全・安心サポーター」と協
働し、地域での座談会や出前講座を実施することにより、リスクコミュニケーションを推進します。［（新）食

品の安全・安心確保事業費］ 

■悪質商法等のターゲットになりやすい高齢者等の消費者被害を防止するため、警察と連携した啓発活
動を行うとともに、新たにコールセンターを活用したダイレクトな注意喚起を実施します。［（拡）行政と警察の

コラボによる消費者被害防止事業費］ 

（災害に強く、命を守る県土強靭化の推進） 

■消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図ります。［（継）消防団充実強化促進事業費］ 

■住宅、建物等の耐震化を推進します。［（継）長崎県大規模建築物耐震化支援事業費］ 

（良好で快適な環境づくりの推進） 

■諫早湾干拓調整池周辺の水辺環境の保全を図るため、ヨシの刈り取りや環境教育を実施するとともに、
中央干陸地を適正に管理し、自然に親しむ場として活用するために必要となる基礎調査を実施します。
［●（新）「いさかん」水辺の保全推進事業費］ 

■貧酸素水塊対策や生物の生息場の確保、流域対策などの大村湾環境改善のための対策を総合的に
推進します。［（新）大村湾環境総合対策事業費］ 

（人と自然が共生する地域づくり） 

■「国立公園「雲仙」100周年に“ＣＯ２排出ゼロ”に」をキーワードとして、世界ジオパーク等の自然資源の
活用と情報発信を推進するとともに、観光客参加型の実践活動を行います。［●（新）世界ジオパーク活用推

進事業費］ 
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１１００．．ににぎぎわわいいとと暮暮ららししをを支支ええるる社社会会基基盤盤をを整整備備すするる 

【総合計画に掲げる課題】 

■新幹線を活用したまちづくりの推進 

■地域間の連携強化や交流促進を図り、観光の振興、企業立地の促進や物流の効率化などを支える
高速交通ネットワークの確立 

■拡大する東アジアからの旅行やクルーズ需要への対応 

■地理的ハンディを克服する交通アクセスの改善 

■離島航路・航空路の更なる運賃低廉化 

■インフラ施設の老朽化による事故の事前防止 

■インフラの維持管理に係るコストの縮減 

■条件不利地域における超高速情報通信ネットワーク環境の整備 

■ＩＣＴのより一層の利活用 

（九州新幹線西九州ルートなどの人流・物流を支える交通ネットワークの確立） 

■長崎空港２４時間化を目指し、官民で構成する検討・推進委員会を開催し、空港の運用時間延長に向
けた具体的な対策を実施します。［●（新）長崎空港24時間化推進事業費］ 
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（インフラの長寿命化の推進） 

■計画的で適切な維持管理や更新によって、トータルコストの縮減・平準化を図り、インフラを安全により長
く利用できるよう老朽化対策を実施します。［（継）公園施設長寿命化対策事業費、●（継）橋梁補修事業費、●

（継）舗装補修事業費］ 

（ながさきＩＣＴ戦略の推進） 

■新庁舎建設整備の一環である情報ネットワークの構築に合わせて、官民協働で活用することができるク
ラウド環境を構築し、県の情報資産の有効活用を図ります。［●（新）クラウド・オープンデータ等推進事業費］ 

総合計画の確かな推進のために 
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 しまの人口減少に歯止めをかけることを目的に、しまの地域資源を活かして産業振興と雇用の場の確保

を図るとともに、しまの経済の拡大に向けて交流人口の増加を図る取組や、島外でのしまの産品の売上げ

を強化し、あわせて運賃や輸送コスト等の地理的な不利条件を克服するしまづくりを進めます。 

 

 しま特有の地域資源を最大限に活用したしまづくり  

◇五島列島振興プロジェクト 

 日本一の自生数を誇る五島椿や、世界遺産候補の教会群、五島手延うどんといった地域資源を有効に活
用し、五島列島全体としての振興を図るとともに、特に人口減少が深刻な二次離島の活性化に力を入れるほ
か、また、再生可能エネルギー関連産業の育成に取り組みます。 

◇壱岐振興プロジェクト 

 日本遺産を構成する「原の辻遺跡」をはじめとする歴史文化遺産、壱岐の食、体験プログラム等を組み合わ
せた滞在型観光の推進による交流人口の拡大や、「壱岐焼酎・壱岐の食」の消費拡大による地場産業の振
興を図るとともに、環境にやさしい地域資源循環型事業を展開していきます。 

◇対馬振興プロジェクト 

 急増する韓国人観光客のニーズに対応した対馬観光の魅力向上に取り組むとともに、さらなる交流拡大に
向けて、朝鮮通信使関連資料のユネスコ記憶遺産への登録推進、対馬博物館（仮称）の整備などを行うほ
か、木材・水産物の輸出拡大やエネルギー自立のしまづくりに取り組みます。 

 

 産業振興と交流人口拡大のしまづくり  

■大手宅配業者グループが、しまの生産者に代わってマーケティングや営業を行う地域商社的機能を確立
することにより、しまの良質な産品（鮮魚、農林水産加工品等）を大消費地の飲食店等へ直送するシステ
ムを構築し、新たな市場を開拓します。［ながさき「しまねこ」プロジェクト費］ 

■しまの魅力である「海」に関連して、水産資源、景観、伝統、文化などの多様な地域資源を活用して、新た
な産業の創出を目指す市町と漁業者、海業事業者等が一体となった取組を支援し、雇用の創出を図りま
す。［（新）ながさきのしま「海業」創出プロジェクト費］ 

■ツバキ油の生産量や売上げを拡大するためにツバキの結実促進、病害虫対策の研究、収穫代理人制度
の構築やツバキ関連の新商品開発の取組などを支援します。また、対馬しいたけの生産量を増やすための
生産者の組織化と原木供給体制の確立や、生産施設の整備を支援します。［（新）次世代につなぐもりのちからフ

ル活用事業費］ 

■県内外から目的意識を持った生徒が集う特色ある学校づくりを行う高校生の離島留学制度を推進するた
め、専任のコーディネーターを配置し、広報活動の充実・強化を図ります。［（拡）高校生の離島留学推進事業費］

■生徒減少により小規模化が進む離島部の高等学校において、学校の機能と教育水準の維持を図りなが
ら、地元自治体や地域と協働して、地域の活性化に資するような魅力ある学校づくりに取り組みます。［（新）

離島地区小規模校の魅力化「アイランド・チャレンジ」事業費］ 

 地理的な不利条件を克服するしまづくり  

■平成28年度以降も国の離島活性化交付金による海上輸送費支援が可能となったことから、県としても引き
続き、戦略産品の移出及び戦略産品の原材料等の移入に係る輸送コスト補助を行う関係離島市町に対
する支援を実施します。［離島流通効率化・コスト改善事業費］ 

■離島地域住民の経済的負担軽減、交流人口の拡大を図るため、離島基幹航路に就航している船舶の更
新（リプレイス）及び長寿命化（リフレッシュ）に要する経費を助成します。［離島地域交流促進基盤強化事業費］ 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    『『ししままはは日日本本のの宝宝』』戦戦略略 

総合計画の確かな推進のために
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海外との歴史的な交流の積み重ねと、アジアへの最前線に位置する地理的優位性を生かし、アジアを
はじめとした海外の活力を取り込み、本県の経済活性化につなげるため、施策を多層化（三層）し、段階的
に取組を推進することで、着実な施策展開と確実な経済的実利の創出・拡大を図ります。 

 

 ● 観光客の誘致   

■中国全土の家電量販店の日本製４Ｋテレビで本県の映像を発信するとともに、ゴルフツアー、ヘルス ツー
リズム等富裕層が好むテーマ型観光を促進します。［（新）中国観光市場開拓戦略推進事業費］ 

■ＦＩＴをターゲットとしたホテルコンシェルジュ配置の実証事業や海外観光展等への参加により、欧米富裕層
の誘客を図ります。［(新)観光ステップアップ推進事業費］ 

■教会関係者や旅行社招聘等により、２つの世界遺産（候補）を活用した誘致活動、情報発信を展開すると
ともに、外国人観光客が各構成資産等を周遊し易い環境を整備します。［(拡)「明日の世界遺産」海外誘客対策

事業費］ 

■オランダで開催される「MONO JAPAN」 及び「JAPAN MARKET」へ官民連携で出展し、本県製品や観光情
報などの紹介及び「ホーランド-九州2016-2017」のＰＲ ［(新)欧米プロジェクト重点推進事業費］ 

 ● 県産品の輸出促進   

■海外において、県産品をはじめとした本県の魅力を総合的に情報発信するとともに、海外からの観光客等
に対する県産品の認知度向上の推進等により、県産品のブランド化を図ります。［(新)長崎県産品海外 PR 事業

費］ 

■県内商社と連携したバイヤー招へいや海外での販促プロモーション等を実施することにより、県産品の販路
開拓・拡大を図ります。［長崎県産品海外販路拡大事業費］ 

■島原手延そうめん、五島手延うどんなどの産地ブランドの確立と知名度向上及び販路拡大のため、フランス
やイタリアなどにおける国際食品見本市出展や高級デパートでのＰＲ・常設販売を支援します。［産地ブランド

確立推進事業費］ 

■韓国、中国での木材流通調査及び住宅フェアなどを活用した県産木材のＰＲ、商談会への参加により販路
の開拓や拡大を進めます。［木材流通拡大事業費］ 

 ● 企業の海外展開支援   

■アジアにおいて、ビジネスサポートデスクの設置や県内企業の海外市場調査、見本市出展等の後押しによ
り、県内企業の海外進出を支援します。［(拡)アジアビジネス展開プロジェクト推進事業費］ 

■県内企業への海外市場等の情報提供機能の強化やＡＳＥＡＮ地域でのビジネスマッチング機会の提供等
を実施します。［（新）ASEAN等経済交流促進事業費］ 

■中国の高齢化の進行を見据え、中国における介護ビジネスへの本県企業の海外展開可能性の検討を行
います。［（拡）中国プロジェクト重点推進事業費］ 

 ● 国際人材育成   

■高校生の英語・中国語・韓国語の語学研修、グローバル企業への訪問研修の実施、生徒の国際的素養を
高める学校の取組への支援を行うことにより本県とアジアの地理的近接性を活かしたグローバル人材の育
成を図ります。［長崎から世界へ！高校生グローバルチャレンジ事業費］ 

■国の英語教育改革を踏まえ、児童生徒の英語によるコミュニケーション力の更なる向上を図るため、英語
に直接触れることができる英会話体験を主体とした活動を拡大して実施するとともに、教員の英語指導力
向上のための研修会を実施します。［（新）ながさキッズ イングリッシュ チャレンジ事業費］ 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    アアジジアア・・国国際際戦戦略略 

総合計画の確かな推進のために 
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 本県が持つ産業技術や豊かな自然環境を活かしながら、「産業振興・雇用創出」と「社会の低炭素化・グ
リーン化の実現」を同時に目指すとともに、そのための取組を燃料電池やＩＣＴ等の新技術により加速化さ
せます。  

 

◇海洋フロンティアプロジェクト 

海洋再生可能エネルギー実証フィールドの運営・サービスの確立、研究開発拠点の県内形成により、海洋
産業クラスターの形成を推進します。 

◇西海プロジェクト  

小型潮流発電設備の商用化を目指す地場企業を中心とした産学官による県内海域での実証事業を推進
します。 

◇ナガサキ型超小型モビリティ研究開発プロジェクト 

超小型ＥＶのプロトタイプの研究開発と製品製造を推進します。 

◇余熱の二次利用モデルの構築 

地熱・木質バイオマス発電の余熱を利用したビジネスモデルの実証を推進します。 

◇燃料電池船建造プロジェクト 

浮体式洋上風力発電による水素ステーションを整備し、再エネ由来水素を動力源とする燃料電池船を活
用して、地元企業等とともに新たな燃料電池船の研究開発を推進します。 

◇長崎県センサープロジェクト 

南島原市における島原鉄道廃線敷等を活用して自動走行実証事業のためのフィールドを整備し、センサ
ー技術を活用した先進運転支援システムや高感度画像処理といった関連産業の誘致と県内関連産業の集
積を推進します。 

◇対馬プロジェクト  

木質バイオマスを活用した熱供給施設とバイオマス発電施設の導入、地域エネルギー会社の創設を推進
します。 

 

○平成28年度の主な新規事業等（案） 

■国内外の実証プロジェクト誘致による実証フィールドの構築、産学官が連携した実証から商用化までを見据
えた取組への支援等を行うことで、海洋エネルギー関連産業の拠点形成を促進します。［●（新）海洋エネルギ

ー関連産業集積促進事業費］ 

■水素を活用した燃料電池船(商用ベース)の研究開発・普及を促進し、県内造船業の振興及び水素関連
産業の新市場創出を図ります。［●（新）燃料電池船建造プロジェクト事業費］ 

■自動走行実証事業のためのフィールド整備を促進するとともに、センサー技術を活用した先進運転支援シ
ステムや高感度画像処理といった関連産業の誘致と県内関連産業の集積を促進します。［●（新）長崎県セン

サープロジェクト推進事業費］ 

 

 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    ナナガガササキキ・・ググリリーーンンイイノノベベーーシショョンン戦戦略略 

総合計画の確かな推進のために
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世界遺産の価値を日本、全世界に向け適切な方法で公開、発信し、文化遺産の周辺地域に暮らす人々
やその営みに触れる機会を提供します。 

これらにより文化遺産を守り維持する地域社会の基盤を強め、文化遺産が持つ顕著な普遍的価値を永
続的に維持していくことを目指します。 

多地域に点在する文化遺産が持つ歴史と魅力を他の観光資源とストーリーで結び、観光客の広域周遊
かつ滞在型観光を促進し、併せて受入環境を整え、県全体の地域活性化へ結びつけます。  

 

◇世界遺産候補である教会等での受入対策 

 見学マナーの周知や事前連絡制の拡大等により、秩序ある公開の仕組みをつくります。 

◇歴史的・文化的価値を活用した魅力創出対策 

 ２つの世界遺産（候補）の歴史ストーリーを活用した話題創出・情報発信を図ります。 

◇受入基盤整備（外国人観光客対策含む） 

 宿泊・商業施設の充実、駐車場、トイレ、サイン、Wi-Fi環境等の整備や外国人観光客の受入体制を構築し
ます。 

◇二次交通アクセス 

 公共交通機関の利便性向上と着地型旅行商品と連携した二次交通アクセスの仕組みづくりに取り組みま
す。 

◇観光客の誘客対策 

 テーマやストーリー性を重視した国内からの誘客及び巡礼ツアー等による国外からの誘客を推進します。 

◇県産品の販売、消費拡大対策 

 記念品・土産品等の企画開発支援と既存の県産品等の売上増を図ります。 

 

○平成28年度の主な新規事業等（案） 

■世界遺産登録により注目度が高まり、国内外から観光客が増加しているこの機を捉えて更なる観光消費額
拡大につながるよう富裕層の取り込みを積極的に展開し、本県観光のブランド力向上及び観光産業の活性
化・高度化を推進します。［（新）観光ステップアップ推進事業費］ 

■世界文化遺産に登録された「産業革命遺産」の軍艦島やグラバー園などと、「長崎の教会群」の２つの世
界遺産（候補）を有効に活用しながら、国内外からの誘客促進を図り、県内周遊を促進します。［（拡）県内観

光地周遊促進対策事業費］  

■２つの世界遺産（候補）を活用した効果的な情報発信を行うことにより、巡礼ツアーの誘致拡大、本県の認
知度向上対策等を実施します。[（拡）「明日の世界遺産」海外誘客対策事業費] 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    世世界界文文化化遺遺産産ププロロジジェェククトト 

総合計画の確かな推進のために 
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九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）は、人口減少や少子・高齢化などが進む中、交流人口の拡大や

地域活性化の大きな契機となることが期待されています。 

平成34年度の九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）の開業に向け、県民、関係団体及び行政が協働

して、新幹線の開業効果を県内全域に波及させるため、新幹線の開業までに取り組むアクションプランを

策定します。 

 

◇アクションプランの策定（平成29年度） 

アクションプランの取りまとめは、県民や民間事業者も参加する有識者会議で行います。 

アクションプランの取組イメージ 

（１） 交流基盤整備          （２）観光振興          （３）産業・地域振興 

①交流拠点とシンボルづくり     ①受入環境づくり        ①ビジネスの創出・産業基盤の強化 

②賑わいのあるまちづくり       ②戦略的な情報発信      ②農林水産業の振興 

③移動しやすい環境づくり        ③観光誘客促進          ③地域活性化  

 

◇アクションプランの推進 

アクションプランの推進にあたっては、県民、関係団体及び行政が協力し、交流人口の拡大、観光をはじめ
とした産業の活性化、そして地域の特性を活かした魅力あるまちづくり等に取り組みます。 

 

○平成28年度の主な新規事業等（案） 

■九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）の開業効果の最大化に向けたアクションプランの内容検討に取り組
みます。［（新）アクションプラン策定事業費］ 
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産学官が連携して、人材育成と県内定着に取り組む体制を確立するとともに、県内外の若者に対する
本県や県内企業の魅力発信等により県内就職の促進を図ります。また、「人財県長崎」の実現を目指し、
地域が求める人材像や社会経済情勢の変化等を捉えた人材育成に取り組むとともに、本県「人財」が県内
で活躍できるよう、新産業創出や企業誘致推進等により、若者が魅力を感じる雇用の場を創出するなど、
「ひと」と「しごと」の好循環を生み出し、定住の促進と活力ある地域づくりにつなげていきます。 

◇「ひと」と「しごと」のマッチング・県内就職促進等 

 ・県内企業の魅力や本県の暮らしやすさ等の情報を高校生や大学生、保護者等に効果的に発信するととも
に、県内企業へのインターンシップ推進や県内定着のための奨学金の返済支援等により、若者と県内企業
とのマッチングを進めるほか、職場環境改善によるワークライフバランスや女性の活躍促進、ふるさと教育
等により、県内に留まりたいと思う若者を増やすとともに県内就職促進に積極的に取り組んでまいります。 

◇「人財県長崎」の実現を目指した魅力ある｢人財｣の育成 

 ・企業・学校・行政の役割と取組事項を明確にした人材育成戦略の策定に取り組むとともに、県内産業の成
長・拡大の原動力となる人材の育成や県内大学が進めるＣＯＣ＋への支援など、産学官が連携して県内
産業を担う人材の育成に取り組みます。また、地域の基幹産業である農林水産業の就業対策に取り組むと
ともに、特に人材不足が課題である介護・医療分野や建設業等における人材の確保・育成に努めます。 

◇本県｢人財｣が活躍できる魅力ある雇用の場の創出 

 ・本県の魅力的な人材が県内で活躍できるよう、戦略的な企業誘致の推進、海洋エネルギー産業をはじめ
将来成長が見込める新産業の創出に取り組むとともに、県内産業を牽引する製造業や観光業、サービス
産業等の付加価値向上、農山漁村の所得向上、創業・起業促進等に取り組み、若者が魅力を感じる雇用
の場の創出を図ってまいります。 

 

○平成28年度の主な新規事業等（案） 

■県外への就職割合が高い工業高校等にキャリアサポートスタッフを配置し、生徒や保護者に対して県内企
業の魅力と情報を提供するとともに、学校内での企業説明会、インターンシップの支援等を実施すること
で、県内企業への就職等を支援します。［（新）高校生のためのふるさと長崎就職応援事業費、（新）私立高等学校県内

就職推進事業費］ 

■学生や保護者等に向け、県内企業や求人・イベントなどの情報をホームページやアプリケーションソフトウ
ェアを通じて発信することにより、就職先としての県内企業の認知度を高めていきます。［（継）働くなら“長

崎！”発信・体感事業費］ 

■地域に定着し、かつ地域の中核企業等を担うリーダー的人材の確保のため、大学生等の奨学金の返済
を産業界とともに一部支援します。［（新）産業人材育成奨学金返済アシスト事業費］ 

■ワーク･ライフ・バランスなど従業員が働きやすい職場づくりを実践する優良企業の認証制度を創設するとと
もに、ワーク･ライフ・バランスの導入推進のため、企業内推進職員養成研修等の支援に取り組みます。
［（新）誰もが働きやすい職場づくり支援事業費］ 

■企業・学校・行政の役割と取組事項を明確にした本県独自の人材育成戦略の作成に加え、若手経営者や
中核人材等を対象とした専門的・実践的講座を開講するなど、学校教育から企業現場に至るまでの人材
育成を推進します。［（新）「人財県長崎」人材育成モデル構築事業費］ 

■県立大学において、地域の即戦力となる人材の育成や地元定着促進を図るため、地域における課外活動
や長期インターンシップなどの実践的な教育を実施します。［（新）県立大学実践的教育推進事業費］ 

■長崎港ウォーターフロントに、県有地活用や民間開発の誘発などによるオフィスの確保と、金融機関のバッ
クオフィス機能等の誘致・集積を図るとともに、プロフェッショナル人材のUIJターンによる確保と長崎県立大
学情報セキュリティ学科等と連携した育成に取り組みます。［（新）長崎金融バックオフィスセンター構想事業費］ 

■市町・漁協等関係機関との連携を強化し、浜の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業者の呼び込み、
就業前後の技能取得研修等の拡充、経営開始後の定着促進と離職防止により漁業就業者の確保育成を
図る。また、国の制度活用により隙間のない漁業就業モデルを確立します。［（新）浜の魅力発信・漁業就業促進

総合支援事業費］ 

■全国の就農・移住希望者に対して本県農業の魅力や農地・施設の手当等の受入態勢に加え、生活環境

や農業の儲かる姿を情報発信するとともに、雇用就業後の独立就農への取組を支援することで就農・移住

希望者を地域に呼び込む仕組みを強化します。［（新）新規就農者確保対策費］ 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト  魅魅力力ああるる｢｢ひひとと｣｣｢｢ししごごとと｣｣づづくくりりにによよるる定定住住促促進進ププロロジジェェククトト
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総合計画の確かな推進のために

１ しごとを創り、
育てる

（１） 将来を展望し成長する新産業を生み出す

（２） 地域に根ざした製造業を育てる

（３） 本県の強みを活かした戦略的、効果的な企業誘致を推進
する

（４） 農林業でしっかり稼ぐ仕組みを構築し、農山村に人を呼び
込む

（５） 地域の柱となる水産業を育成し、後継者を確保する

（６） 魅力ある観光地を創り国内外から人を呼び込む

（７） 地域ならではの産品に磨きをかけブランド化する

（８） 付加価値の高いサービス産業を育てる

（９） 分野横断的施策を推進する

２ ひとを創り、
活かす

（１） 「人財県長崎」の実現により「ひと」と「しごと」の好循環を生
み出す

（２） 総合的な移住対策を推進する

（３） 女性の活躍を促進する

（４） 元気な高齢者の活躍を促進する

３ まちを創り、
支えあう

（１） 結婚・妊娠・出産から子育てまで一貫して支援する

（２） 地域を創り、支え合うインフラ・サービスを活性化する

（３） 既存ストックのマネジメントを強化する

（４） 離島地域の活性化に向けて「しまは日本の宝」戦略を推進
する

（５） 地域の特色を活かした地域活性化策を推進する

長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略の３つの基本目標長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略の３つの基本目標と施策展開と施策展開

基本目標基本目標 施策展開施策展開

 

Ⅴ 長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく主な新規事業等
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１ しごとを創り、育てる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的目標】 

 5 年間（2015～2019 年度）の転出超過数を 3 割程度減少させる（直近 5 年間：25～26 千人） 

 5 年間（2015～2019 年度）における企業誘致、県内製造業への支援、交流人口の拡大等により約 4,000 人

の雇用を創出 

（１）将来を展望し成長する新産業を生み出す 
・ 国内市場の縮小等により、企業の事業環境は厳しさを増しており、将来に

わたって、県内に雇用の場を創出し、所得を向上させる力強い地域経済を
実現するには、本県の強みを活かしつつ、今後成長が期待できる新産業の
創出による県内産業の振興が不可欠。 

・ 海洋エネルギーなど本県の豊かな自然資源を活かした再生可能エネルギ
ーの導入や水素エネルギーの利活用など、エネルギーの地産地消による
地域内経済の活性化を図る必要がある。 

・ 今後の成長が見込まれるＩＣＴ関連分野等においては、自動走行に必要な
センサー関連産業の誘致・集積も視野に入れた取組や、各種ロボット技術
の開発支援に取り組む必要がある。 

（新）海洋エネルギー関連産業
集積促進事業費 

（新）燃料電池船建造プロジェク
ト事業費 

（新）長崎県センサープロジェクト
推進事業費 

（新）ロボット関連ニッチ市場開
拓支援事業費 

 

（H28主な事業） （現状・課題） 

（２）地域に根ざした製造業を育てる 
・ 県内の製造品出荷額に占める輸送用機器の割合は、製造業全体の約

24％と最も高く、その多くは本県の基幹産業である造船業であり、造船業の
生産増加による波及効果が及ぶ範囲は他の業種よりも広い。 

・ 女性や高齢者等の就業しやすい環境を整備することで働き手の確保を図
る必要がある。 

・ 県内製造業の中で最も従業者数が多い食料品製造業において、農商工
連携や高度加工などを推進し、高付加価値化を図る必要がある。 

（新）元気なものづくり企業ステッ
プアップ支援事業費 

（新）食品製造業の高付加価値
化支援事業費 

（新）さんさん連携活性化促進
事業費 

（３）本県の強みを活かした戦略的、効果的な企業誘致を推進する 
・ 本県は離島や半島が多く、広大な用地や工業用水が乏しいこと、また、交

通アクセスや物流コストの面などで企業誘致に不利な点がある一方で、地
震、津波が少ないなどＢＣＰ（事業継続計画）としての適地であるほか、人
材の優秀さなどもあり、昨今、金融機関を中心に事務センターの集積が加
速している。 

・ 国において促進している企業の本社機能移転の動きも捉えながら、良質な
雇用が期待できる金融バックオフィスを中心とした誘致に努めるとともに、
本県のアジアに近いという地理的優位性や北部九州の自動車産業集積も
活かし、関連企業などの立地を積極的に推進する必要がある。 

・ 県内において大規模な内陸型工業団地や一定の床面積を有するオフィス
ビルが不足している状況を受け、引き続き誘致の受け皿確保に努める必要
がある。 

（新）長崎金融バックオフィスセ
ンター構想事業費 

（継）市町営工業団地整備支援
事業費 

（継）企業立地推進助成事業費

（継）企業誘致特別強化対策費

総合計画の確かな推進のために 
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（４）農林業でしっかり稼ぐ仕組みを構築し、農山村に人を呼び込む 
・ 農林業は、離島や中山間地域を多く抱える本県にとって、安全・安心な農

産物の安定供給はもとより、県土の有効活用、関連産業を含む就業の場
や所得機会を創出する基幹産業として、地域経済の発展に大きく寄与して
いるが、農林業従事者の高齢化による担い手の減少に加えて、市場価格
の低迷や飼料・生産資材価格の高止まりによる収益性の悪化などにより、
生産基盤の縮小や農林業・農山村地域のもつ多面的機能の低下、地域コ
ミュニティの維持・存続が危惧されている。 

・ 産地の面的拡大や収益性向上のための生産・流通・販売対策の強化、本
県農産物の差別化や付加価値向上に向けた６次産業化の推進、輸出の
拡大などしっかり稼ぐ仕組みを構築する必要がある。 

・ 新規就農者は一定数確保してきているが、高齢化等により農業就業者数
や農家戸数は減少しているため、産地と市町等関係機関が一体となった
新規就農・就業者確保の加速化など、若者を地域に呼び込む流れを作る
必要がある。 

・ 豊かな地域資源を活かした新たなコミュニティビジネスの展開による雇用の
創出など、農林業・農山村全体の所得向上を目指した施策群を展開する
必要がある。 

（新）未来を創る園芸産地支援
事業費 

（拡）畜産クラスター構築事業費

（新）オランダ型施設園芸技術
導入推進事業費 

（新）新構造改善加速化支援事
業費 

（新）フードクラスター構築支援
事業費 

（新）新規就農者確保対策費 

（拡）ながさき農村集落活性化
サポート事業費 

（H28主な事業） （現状・課題） 

（５）地域の柱となる水産業を育成し、後継者を確保する 
・ 本県の海面漁業・養殖業生産量と生産額は全国第２位と、全国屈指の地

位を占めており、また、本県の水産業は、造船業や加工・流通業などの幅
広い関連産業を支える基幹産業であるが、漁業生産の減少、魚価の低迷
に加え、漁業用資材や餌料価格等の高騰が続き、漁業経営を悪化させる
とともに、漁業就業者の高齢化・減少が継続するなど、水産業を取り巻く諸
環境は非常に厳しい状況にある。 

・ 漁業生産を支える資源管理・漁場整備等を推進するとともに、市場ニーズ
に対応した流通対策・加工品の開発、輸出促進等に取り組み、本県水産
業の更なる発展を目指していく必要がある。 

・ 漁業者が未来に向かって夢を持ち、生産活動の拠点である漁村に活力と
賑わいを取り戻せるよう、中高年層を含む幅広い年代の就業者確保対策
と離職防止対策の強化とともに、雇用型漁業の育成による雇用促進を図る
必要がある。 

（継）藻場回復等総合推進事業
費 

（継）資源管理計画高度化推進
事業費 

（新）市場ニーズに対応した加
工・流通対策事業費 

（新）輸出拡大に向けた流通・販
売強化事業費 

（新）浜の魅力発信･漁業就業
促進総合支援事業費 

（継）水産経営支援事業費 

（新）雇用型漁業育成支援事業
費 

（６）魅力ある観光地を創り国内外から人を呼び込む 
・ 平成２６年の観光客延べ数は３，２６５万人で、昭和４７年の調査開始以降

で過去最高の数値を記録し、また、クルーズ客船の入港数は、本県の地理
的優位性を活かした積極的な誘致展開により、平成２６年に過去最高の 
９２回を記録するなど、好調に推移しているが、更なる観光消費額の拡大
を図るためには、付加価値の高いサービスの提供、宿泊単価の向上や県
内全域への経済効果の波及などの課題がある。 

・ 平成２７年に登録が実現した世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・
製鋼、造船、石炭産業」及び世界遺産候補「長崎の教会群とキリスト教関
連遺産」への来訪者の受入体制整備に取り組むとともに、日本遺産第１号
として認定された「国境の島」のような本県の歴史文化の魅力を活用した誘
客促進や、更には、交流の歴史を有する中国・韓国を中心としたアジアか
らの誘客促進、海上空港という特長を活かした長崎空港の２４時間化、新
幹線開業を見据えた関西戦略に取り組むなど、広域周遊と宿泊滞在型観
光等を推進し、観光産業の活性化・高度化に繋げていく必要がある。 

（新）観光ステップアップ推進事
業費 

（新）ビッグデータ活用戦略的マ
ーケティング対策事業費 

（継）究める・つなげる「長崎の歴
史」魅力発信事業費 

（拡）「明日の世界遺産」海外誘
客対策事業費 

（拡）中国プロジェクト重点推進
事業費 

（拡）国際定期航空路線維持・
拡大事業費 

（新）長崎空港24時間化推進
事業費 

（継）統合型リゾート導入検討事
業費 

総合計画の確かな推進のために
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（７）地域ならではの商品に磨きをかけブランド化する 
・ 県産品のブランド化については、百貨店・高級スーパー、ホテル等をターゲ

ットとした店舗対策やメディアＰＲなど、県産品の魅力発信に取り組んでい
る。また、県産品の輸出については、海外における長崎県総合フェアの開
催や農産物のテスト輸出、商談会開催のほか、水産物においては海外アン
テナショップを開設し販路拡大に取り組んでいるが、引き続き、県産品の認
知度向上、販路拡大等に取り組んでいく必要がある。 

・ 平成２８年３月に東京に情報発信拠点（アンテナショップ）を開設し、本県の
魅力の総合的な発信に取り組むほか、県産品の輸出拡大とブランド化や、
新たな商品開発の促進と魅力ある地域産品の発信強化に引き続き取り組
む必要がある。 

（新）情報発信拠点運営事業費

（新）長崎県産品海外PR事業費

（H28主な事業） （現状・課題） 

（８）付加価値の高いサービス産業を育てる 
・ 人口減少が進展するなか、引き続き本県経済の活力を維持していくには、

総生産額に占める割合が高いサービス産業の振興を図っていく必要があ
る。平成２６年度から「県外需要の取込」「新サービスの創出」及び「生産性
の向上」を柱として掲げ、サービス産業の振興に取り組んでいるところである
が、今後もサービス産業の重要性は増していくと考えられる。 

・ 県内サービス産業の事業者間の連携等に向けた支援を行うほか、介護周
辺・健康サービスの事業化支援、宿泊業の生産性向上の促進、通信販売
への参画促進を図る環境整備などにより、付加価値額の向上に取り組むと
ともに、県が保有する情報資産の民間開放やクラウド技術を活用したシス
テム等の開発・運用領域の提供など、社会のニーズに対応した県内サービ
ス産業の振興を図っていく必要がある。 

 

（新）サービス産業官民連携推
進事業費 

（新）宿泊業生産性向上促進支
援事業費 

（新）クラウド・オープンデータ等
推進事業費 

 

（９）分野横断的施策を推進する 
・ 複数の施策分野にまたがって取り組むべき施策テーマとして、「創業・起業

と事業承継の推進」、「実利を見据えた新たな国際展開」、「地域企業を攻
めの経営に転換させることによる成長促進」の３つの取組を推進する。 

（継）九州・山口ベンチャー支援
プラットフォーム構築事業費 

（新）欧米プロジェクト重点推進
事業費 

（拡）東南アジアプロジェクト重点
推進事業費 

（拡）アジアビジネス展開プロジェ
クト推進事業費 

（新）ASEAN等経済交流促進事
業費 

（継）プロフェッショナル人材戦略
拠点事業費 

（拡）プロフェッショナル人材確保
支援事業費 

総合計画の確かな推進のために 
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【具体的目標】 

2019 年度の大学新卒者の県内就職率を 10%アップ（2014 年度：44.9%） 

2019 年度の高校新卒者の県内就職率を 8%アップ（2014 年度：57.7%） 

2019 年度の県内移住者（単年度）を 660 人に増やす（2014 年度：140 人） 

（１）「人財県長崎」の実現により「ひと」と「しごと」の好循環を生み出す 
・ 本県は、若年層の人口流出が常態化しており、平成２７年においては、県

内高校卒業後就職する者の４割以上、県内大学卒業後就職する者の半
数以上が県外に就職している。更には、大学進学等の６割を占める県外進
学者の多くがそのまま県外へ就職しており、優れた若者の県外流出が、県
内産業の発展にマイナスの影響を与えているものと考えられる。 

・ 雇用環境の整備に取り組むとともに、長崎県の暮らしやすさや県内企業の
魅力の発信と高校・大学生の県内就職の促進・支援等により、県外に流出
している優秀な若者を県内に確保する必要がある。 

・ 県内で活躍する産業人材の育成や若者の県内就職促進・定着について具
体的に検討する、産学官連携の場の整備や、企業が求める高度専門人材
等の育成と教育・人材養成機関の教育プログラムの整備、産学官が連携し
た建設人材教育システムの構築など、県内企業等が求める人材の育成や
育成した人材が活躍し続けられる場の確保を強力に推進し、「人財県長
崎」の実現を目指して、優れた人材を活かした企業誘致を推進するなど、
「人材育成」と「雇用創出」の好循環を創出していく必要がある。 

（新）「人財県長崎」人材育成モ
デル構築事業費 

（新）産業人材育成奨学金返済
アシスト事業費 

（新）誰もが働きやすい職場づく
り支援事業費 

（新）高校生のためのふるさと長
崎就職応援事業費 

（新）県立大学実践的教育推進
事業費 

（H28主な事業） （現状・課題） 

（２）総合的な移住対策を推進する 
・ 都市部住民の田舎暮らしへの関心が高まるなか、首都圏等から本県への

人の流れを増やし、若者など新たな活力を地域に呼び込むことが重要であ
り、このため、首都圏等で、市町等と連携し、移住者等の受入体制の充実・
強化を図って行く必要がある。 

・ しごとを含め移住に関するワンストップ窓口を通じて、温暖な気候や自然災
害の少なさなど、本県の強みを積極的にＰＲするとともに、移住希望者の視
点に立って、一貫したきめ細かな対応を行う必要がある。 

・ 農林水産業は、離島・半島地域を多く抱える本県において、地域に密着し
た重要な産業であるが、離島・半島地域は本県のなかでも人口減少が著し
い状況にある。このような地域において、定住人口を確保していくには、農
林水産業が生活の糧として、経済的に自立できる「しごと」となるよう、受入
態勢を整備する必要がある。 

（拡）新・ながさき暮らしＵＩターン
促進プロジェクト費 

（３）女性の活躍を促進する 
・ 人口減少に伴う労働力不足が見込まれる中で、女性の就労促進など、今

後ますます女性の活躍を進めていく必要がある。 

・ 女性のライフステージに応じたきめ細かな就労支援、働きやすい職場環境
の整備、女性の人材育成・登用等の促進などを一層推進する必要があ
る。また、子育て中の女性医師等の支援に取り組んでいく必要がある。 

（新）ながさき女性輝き応援プロ
ジェクト 

（新）日帰り診療応援システム事
業費 

総合計画の確かな推進のために



 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）元気な高齢者の活躍を促進する 
・ 急速に高齢社会が進展し、元気な高齢者の活躍が求められていることか

ら、高齢者の社会参加を促進するなど、高齢者の元気で生きがいのある暮
らしを実現していく必要がある。 

・ 健康志向が高まる一方、本県は高血圧や糖尿病など生活習慣が起因とな
る疾病が多く、重症化による心臓・脳血管疾患などの死亡率も高い。生活
習慣病の発症には食生活と運動習慣が大きく関与していることから、食や
運動を取り巻く環境を改善することにより個人の健康づくりを推進していく必
要がある。 

(拡)地域包括ケアシステム人材
育成・資質向上事業費 

（新）おいしくヘルシー！ながさき
健康プロジェクト事業費 

（新）たのしくヘルシー！ながさき
健康プロジェクト事業費 

（H28主な事業） （現状・課題） 

総合計画の確かな推進のために 
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（１）結婚・妊娠・出産から子育てまで一貫して支援する 
・ 平成２６年における本県の合計特殊出生率は１．６６（全国第３位）と近年

回復傾向にあるが、人口置換水準 を下回っており、若者の意識や社会構
造の変化等に伴い、未婚・晩婚・晩産化が進行していることが、出生数減
少の大きな要因となっている。また、核家族化・地域の結びつきの希薄化
などが進み、子育て世代のニーズが多様化するなか、誰もが安心して、結
婚・妊娠・出産・子育てできるような環境づくりが必要となっている。 

・ 結婚・出産に対する意識醸成や婚活支援に取り組むとともに、妊娠、出
産、子育てへの支援と地域の支えあい体制の構築や、子育ての負担軽減
ときめ細かいサポートが必要な家庭への支援にも取り組んでいく必要があ
る。 

（新）周産期医療の機能分化・
連携体制整備事業費 

（拡）ながさきで家族になろう事
業費 

（拡）保育士人材確保等事業費

（拡）発達障害者支援事業費 

（拡）健やか親子２１推進事業
費 

（H28主な事業） （現状・課題） 

（２）地域を創り、支え合うインフラ・サービスを活性化する 
・ 人口減少や高齢化の進行に伴い、生活に必要なサービス水準の維持が困

難になっていることから、様々な主体による連携やネットワーク構築を推進
するとともに、ＩＣＴ活用や交通ネットワーク等のインフラ整備により、地域を
支えていく必要がある。また、テレワークなどＩＣＴを活用した多様な働き方・
交流の推進によって、地域の活性化を図っていく必要がある。 

・ 民間企業と地域団体等との連携による地域を支える拠点づくりや、見守り
ネットワークの構築などの地域を支える安心ネットワークの整備、連携中枢
都市圏や定住自立圏の形成などによる地域連携の推進のほか、県が有す
るオープンデータの活用などによる地域を支えるＩＣＴサービスの推進に取り
組んでいく必要がある。 

（継）島原道路整備事業費 

（継）西彼杵道路整備事業費 

（新）多重的見守りネットワーク
総合対策事業費 

（新）日帰り診療応援システム事
業費 

（新）クラウド・オープンデータ等
推進事業費 

（継）長崎県自治体クラウドサー
ビス 

（継）地域支え合い(I)CTモデル
事業費 

（拡）小さな楽園プロジェクト費 

（３）既存ストックのマネジメントを強化する 
・ 斜面地や、離島半島地域にある空き家が放置され、治安・防災・衛生・景

観上など様々な問題の原因になっている。特に斜面地にある住宅は、長崎
らしい景観や夜景を形成する重要な資産となっているが、空き家が放置さ
れれば長崎らしい景観が失われかねない。また、斜面地に住む高齢者は、
バリアフリー化された平坦地の住宅等へ移る意向があっても、現住居の活
用法、移転先の確保ができないため、不便な環境での生活を強いられてい
る。このため、民間資金、遊休資産を活用し、地域の安全・安心や交流人
口の拡大に向けた取組を進める必要がある。 

・ 高度経済成長期から現在までに建設されたインフラや建物の老朽化が進
んでいることから、「長崎県公共施設等総合管理基本方針」に基づき、県
有財産の有効活用の促進を図るとともに、道路については今まで行われて
きた事後保全型の補修や、架替えが必要な橋梁が急速に増加するため、
従来の対策からの転換を図り、橋梁の長寿命化のため予防保全的な補修
が必要となる。 

・ 県内には、本河内ダムや日見トンネルなど歴史的価値の高い土木施設
や、離島への架け橋である数多くの長大橋など、観光資源になり得る「土木
遺産」が多く存在する。「明治日本の産業革命遺産」が世界遺産に登録さ
れ、「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」も注目されている今、世界遺産
がない地域へ観光客を呼び込むための新たな取組として、インフラの戦略
的な利活用、維持管理、更新等の推進を図る必要がある。 

（新）空き家再生プロジェクト事
業費 

（継）橋梁補修事業費 

（継）災害防除事業費 

（継）舗装補修事業費 

（新）土木遺産利活用検討事業
費 

 

【具体的目標】 

2019 年の合計特殊出生率 を 1.8 まで引き上げる（2014 年度：1.66） 

各地域において県と地域が連携して実施する地域づくりのプロジェクトを推進する 

総合計画の確かな推進のために
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（H28主な事業） （現状・課題） 

（４）離島地域の活性化に向けて「しまは日本の宝」戦略を推進する 
・ 本県は全国最多の５１島の離島振興法指定離島を有し、県土面積の約４

割が離島という全国一の離島県である。本県の離島は、多様で独自の歴
史、文化などを有しており、後世に残すべき「日本の宝」であり、その多くが、
国境離島として、領域等の保全、国境管理など、重要な役割を担っている
が、物流・人流にかかる輸送コストなど、本土と比べ不利な条件にあり、自
立的発展の障壁となっている。 

・ 我が国の宝であるしまの活性化に向けて、「不利条件の解消」及び「しまの
資源を活かした地域活性化」に取り組んでいく必要がある。 

（継）ながさき「しまねこ」プロジェ
クト費 

（新）ながさきのしま「海業」創出
プロジェクト費 

（新）次世代につなぐもりのちから
フル活用事業費 

（新）離島地区小規模校の魅力
化「アイランド・チャレンジ」事
業費 

（継）離島流通効率化・コスト改
善事業費 

 

（５）地域の特色を活かした地域活性化策を推進する 
・ 地域産業の衰退や人口減少などにより地域の活力が低下するなか、地域

の活力を再生するには、それぞれの地域が自ら地域課題の解決に取り組
むとともに、地域を担う一人ひとりの想いを活かしながら、特色ある地域づく
りやネットワークづくりを進めることが重要である。 

・ 地域の特色を活かした地域発のプロジェクトやスポーツによる地域活性化・
産業振興、佐賀県との連携、広域連携の推進による県北地域の活性化、
新幹線の開業等を見据えた大村湾周辺地域の活性化など、地域の課題
解決に向けて、地域の主体的な取組を促す各プロジェクトの実現に向けて
取り組んでいく必要がある。 

（拡）振興局活動推進費 

（新）「いさかん」水辺の保全推
進事業費 

（新）世界ジオパーク活用推進
事業費 

（継）スポーツコミッション事業費

（新）佐賀県との連携推進事業
費 

総合計画の確かな推進のために 
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平平成成2288年年度度ににおおけけるる県県民民所所得得向向上上対対策策 

 
⽬標 

県民所得（長崎県県民経済計算）の増加額 1,028 億円（Ｈ32 までの 5 年間） 

     
製造業等 

①製造業付加価値

額の増 

[Ｈ24→Ｈ32] 

総合計画事業の推進 

農業 

①生産農業所得額の

増[Ｈ25→Ｈ32] 582,864

百

 

万円 

612,007 

百万円 

397 

億円

469 

億円 

総合計画事業の推進 

水産業 

①漁業生産額の増

[Ｈ25→Ｈ32] 

921

億円

1,000

億円

総合計画事業の推進 

観光業 

①観光客延べ数の増 

[Ｈ26→Ｈ32] 

3,265

万人

3,863 

万人  

総合計画事業の推進 

サービス産業

①県内総生産額の

増（卸売・小売業、

運輸業、情報通信

業、サービス業） 

[Ｈ24→Ｈ32] 

18,150

億円

18,330

億円 

総合計画事業の推進 

＜製造業等 ３１９億円  農業 ５３億円  水産業 ２５億円  観光業 ４９１億円  サービス産業 １４０億円＞  

②オフィス系企業誘致

による新規雇用者

数[Ｈ27→Ｈ32] 

0 人 2,000 人 

②クルーズ客船の増 

[Ｈ26→Ｈ32] 

92 隻 270 隻 

 

 

○一人当たり県民所得が長年にわたり低迷するという本県経済の現状を打開し、力強い産業を育て、県民の皆様の働

く場を創出し、地域に活力を取り戻すために、成長につながる付加価値の高い産業群を構築できるよう、対策を講じて

いきます。 

 

○平成 28 年度からは、県政全般の振興・発展を目的として今後５ヵ年の基本的な方向性を示す総合計画として総合

的に推進することとし、製造業等、農業、水産業、観光業、サービス産業の各産業分野毎に県民所得の増加額を目標

として設定しています。 

 

○県民経済計算の判明には期間を要することから、迅速な実績の検証という面で課題があります。そこで、産業分野毎

に県民所得の増に繋がる推進目標、指標を設定し、その目標の達成に取り組むことで県民所得の増を目指していきま

す。（サービス産業については適当な指標がないことから、県民経済計算を使用） 

※県民経済計算と統計的に相関性（指標が増加することで県民所得の増に繋がる）があるなど、できるだけ早く実績の

検証ができるような目標。 

 

 

県⺠所得向上対策の基本的考え⽅

【県民所得とは】・・・・生産活動の結果発生した付加価値の合計で、個人への給与・報酬だけでなく、企業の所得や財産所得（株式

の配当、預貯金利子等）なども含まれています。 

Ⅵ 平成 28 年度における県民所得向上対策事業等
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Ⅰ 製造業等 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 製造業等 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜 

○人口減少による国内市場の縮小が心配される。将来にわたって、県内に雇用の場を創出し、所得を向上させ

る取組が必要。 

○近年、環境意識が高まってきているほか、本県は豊かな海洋エネルギー資源に恵まれ、その利活用を進める

べく、取組を進めてきた。 

○本県食料品製造業の約９割が従業員数 30 人未満の事業所。コンスタントに人を雇用し設備投資できる企業

力の育成が必要。 

○本県は離島や半島が多く、広大な用地や工業用水が乏しい。また、交通アクセスや物流コストの面などで企業

誘致の不利な点がある一方で、地震、津波が少ないなどＢＣＰ（事業継続計画）としての適地である。 

○国においては、企業の本社機能移転を促進している。 

現
状
・
課
題(

Ｈ
２
８)

 

○これまでの中小企業の競争力強化の取組支援に加え、造船関連産業をはじめとする県内ものづくり

企業の更なる振興を図る。 

 

 

○引き続き海洋エネルギーなど本県の豊かな自然資源を生かした再生可能エネルギーの導入や水素エネル

ギーの利活用などを進める。

○今後大きな需要創造が見込まれる分野における新たな産業の創出、集積を目指す。 

○食料品製造業において、水産、農林分野と連携して、高度加工や希少産品の商品化、高付加価値化

を図る。

○女性や高齢者等の就業しやすい環境を整備することで働き手の確保を図る。 

対
策
の
考
え
方(

Ｈ
２
８)

 

①新産業の創出と新たな成長分野への参入 

 ■（新）ロボット関連ニッチ市場開拓支援事業費（企業振興・技術支援課）【事業費：29 百万円】 

   ロボット関連技術のシーズ保有者、ユーザ等の関係者をネットワーク化し、開発・実証から事

業化までを支援 

 

 

 

。 

 

 

 ■（新）燃料電池船建造プロジェクト事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室）【事業費：82 百万円】 

   水素を活用した燃料電池船（商用ベース）の研究開発・普及を促進し、県内造船業の振興及び

水素関連産業の新市場を創出。

 ■（新）長崎県センサープロジェクト推進事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室）【事業費：2 百万円】 

   自動走行実証事業のためのフィールド整備を促進するとともに、センサー技術を活用した先進

運転支援システムや高感度画像処理といった関連産業の誘致と県内関連産業の集積を促進。

 ■（新）ナガサキ型超小型モビリティ研究開発プロジェクト推進事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室） 

【事業費：5 百万円】

   地域ニーズに基づく超小型モビリティ（ＥＶ）の製品化に向けた県内企業の研究開発や製造へ

の支援を実施。

 ■（新）ナガサキ・グリーンニューディール戦略プロジェクト推進事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室） 

【事業費：8 百万円】

   再生可能エネルギーを利用したエネルギー自立の島の構築、地元の企業等が主体となった中小

規模潮流発電の事業化支援、県内技術と地理的特性を活かした長崎県オリジナルのスマートコ

ミュニティの創出のほか、ナガサキ・グリーンニューディール戦略プロジェクトを推進

 ■（新）海洋エネルギー関連産業集積促進事業費（海洋産業創造室）【事業費：121 百万円】 

   国内外の実証プロジェクト誘致による実証フィールドの構築、産学官が連携した実証から商用

化までを見据えた取組への支援等により、海洋エネルギー関連産業の拠点形成を推進。

 ■［継］新エネルギー産業等プロジェクト促進事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室）【事業費:23 百万円】 

   環境・新エネルギー分野への県内企業の進出を促進するため、ビジネス連携や販路拡大等への

支援を実施。

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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②地域経済を支える産業の強化 

 ■（新）元気なものづくり企業ステップアップ支援事業費（企業振興・技術支援課）【事業費：197 百万円】 

   県内ものづくり企業による事業拡大に向けた自発的な取組への技術面、営業面等からの総合的

な支援や複数企業による共同受発注システムの開発を推進。 

 

 

 

。 

る。 

 

    

ンタ

ー及び名古屋企業誘致センターの運営に必要な経費等について、県が財政負担を行う。 

 

   企業誘致を推進するため、立地企業に対し、県が立地奨励補助金等を交付する。 

■

  市町が主体となって行う優良な工業団地整備に対し、県が補助金を交付する。 

■

  工業団地を

整備し、製造業等の企業誘致を図り、雇用創出による地域経済の活性化を図る。 

    な求職者への支援をワンストッ

 ■［継

り、学卒求人の確保、

ミスマッチの解消を図り、高校生や大学生等の県内就職率を高める。 

 ■（新）さんさん連携活性化促進事業費（企業振興・技術支援課）【事業費：11 百万円】 

   県下一円の製造業企業からなる「長崎県工業連合会」が実施する競争力強化や人材育成等の活

動への助成などにより、企業間連携を促進し、県内製造業の競争力を強化。

 ■（新）食品製造業の高付加価値化支援事業費（食品産業・産地振興室）【事業費：132 百万円】 

   食料品製造業の高付加価値化の取組として、中堅企業及び中堅企業予備軍が実施する高度加工、

希少産品の商品化、衛生体制の強化などを重点的に支援していくとともに、物流対策の検討を

実施。

 ■（拡）アジアビジネス展開プロジェクト推進事業費（産業政策課）【事業費：29 百万円】 

   アジアにおいて、ビジネスサポートデスクの設置やビジネス展開支援補助金の実施、見本市出

展支援等により県内企業の海外進出を支援する。

■[継] 創業・起業支援事業費（企業振興・技術支援課）【事業費：87 百万円】 

   産業振興財団と連携した創業支援事業の実施や市町が取り組む創業者発掘事業の支援等によ

り、創業者の増加ならびに育成促進を図る

 ■[継] 大学連携オープンイノベーション推進事業費（企業振興･技術支援課）【事業費：2 百万円】 

   最先端技術やノウハウを県内企業に導入するため、大学等との交流連携の機会を創出するとともに、

産学官の技術導入研究会を設置し、共同研究の組成等につなげる。 

 

③戦略的、効果的な企業誘致の推進 

 ■（新）長崎金融バックオフィスセンター構想事業費（企業立地課）【事業費：2,456 百万円】 

    長崎港のウォーターフロントにおいて、県有地等を活用して官民連携でオフィスビル整備を進

め、金融機関のバックオフィス機能等の誘致及び集積を図ることで、県民に雇用の場を提供す

■［継］企業誘致特別強化対策費（企業立地課）【事業費：80 百万円】 

■［継］企業誘致総合展開推進事業費（企業立地課）【事業費：38 百万円】 

製造業及びオフィス系企業の誘致を推進するため、長崎県産業振興財団へ県から派遣する職員

の活動費及び財団が雇用する民間企業等経験者の人件費及び活動費並びに東京企業誘致セ

■［継］企業立地推進助成事業費（企業立地課）【事業費：498 百万円】 

［継］市町営工業団地整備支援事業費（企業立地課）【事業費：204 百万円】 

［継］佐世保つくも工業団地整備事業費（企業立地課）【事業費：371 百万円】 

社会福祉法人長崎県障害者福祉事業団が運営する「つくも苑」の敷地等を活用して

 

④就業支援と良質な職場環境づくり 

 ■［継］総合就業支援センター運営等事業費（雇用労働政策課）【事業費：144 百万円】 

 労働局等との緊密な連携のもと、若者、女性、高齢者等の様々

プで行うとともに、企業ニーズに対応した支援を実施する。 

］学卒求人確保・県内就職推進事業費（雇用労働政策課）【事業費：14 百万円】 

合同企業面談会や進路指導者と企業との名刺交換会などを行うことによ

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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Ⅱ 農業 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜

○本県では、施設園芸への取組や露地野菜の産地化、畜産の振興など地域の特性を活かした多様な農業が

展開され、ここ 10 年間の農業産出額は、全国が４％減少している中、本県は約９％増加しており、全国一の

伸び率。 

○農林業・農山村をめぐる情勢は、農業従事者の高齢化や担い手不足などの構造的な課題に加え、燃油や飼

料価格の高止まりなど収益性が悪化。 

○新規就農者数は一定数確保してきているが、高齢化により就業者数や戸数は減少。 

○耕作放棄地の解消は進んでいるが依然として存在。 

○中山間地域では農家数の減少が急速に進行。 

現
状
・
課
題(

Ｈ
２
８)

 

○稼ぐ力のエンジンである、品目別対策を再構築し、品目ごとに、「農業所得＝面積×単収×単価－コ

スト」の考え方をしっかりと取組んでいく。 

○後継者の就農意欲を高め、経営継承ができるよう先導的農業者の更なる規模拡大と、雇用型農業や

新規就業者の受入を目指す所得 1,000 万円以上規模の経営体の育成、集落営農等の組織化を進める。

○中山間地域等においては、集落等をサポートする「地域の担い手」の組織化、直売所を核とした少

量多品目の産地化、６次産業化の推進や観光分野等との連携による地域内流通の促進など、中山間

地域でも稼ぐ力をつけ、農家人口を増やし人が住み続けられるようにしていく。 

 

○このような取組を各振興局単位で、産地計画や振興方策に基づき、地域別・品目別に担い手や生産

部会等を中心に産地に入り一体的に推進する。

対
策
の
考
え
方(

Ｈ
２
８)

 

①農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化 

 ■（新）未来を創る園芸産地支援事業費（農産園芸課）【事業費：186 百万円】 

   産地計画の実現による農業所得の向上と、新規就農者の定着並びに担い手の規模拡大を後押しす

るため、品目別戦略を再構築し、コスト縮減、イノベーションの普及、労働生産性の向上、定時・

定量・定質による有利販売の出荷体制を強化。  

  

■（新）儲かるながさき水田経営育成支援事業費（農産園芸課）【事業費：26 百万円】 

   産地計画による生産性の向上、経営能力向上による集落営農の育成、排水対策等水田の汎用化と

高収益品目等の導入・拡大など水田フル活用、県民米の品質向上などブランド力の強化。 

  

■（新）オランダ型施設園芸技術導入推進事業費（農産園芸課）【事業費：3 百万円】 

   施設園芸における新たな複合環境制御技術の導入による収量増を実現する技術等の検討や温度、

湿度、光などの栽培環境を最適化するクラウドデータの収集。 

  

■（新）次世代へつなぐ果樹産地活性化推進事業費（農産園芸課）【事業費：11 百万円】 

   果樹産地の活性化と果樹農家の所得向上を図るため、担い手の規模拡大、ブランド力強化、消費

構造の変化に応じた消費拡大対策等を実施。 

  

■（新）活力ある「ながさきの花」100 億達成プラン推進事業費（農産園芸課）【事業費：6 百万円】 

   本県花きの生産振興に向けさらなる規模拡大、生産性・品質の向上、生産コストの縮減、担い手

の確保、消費拡大や新たな需要の創出、及び輸出の拡大等に向けた各種施策の実施。 

  

■（新）工芸作物産地構造改革推進事業費（農産園芸課）【事業費：6 百万円】 

   茶産地の維持拡大と消費拡大、多様なニーズに対する生産、販売体制の構築とともに、葉たばこ

の新たな担い手を確保・育成し、技術力・経営能力の向上及び品質向上対策等を実施。 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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■（拡）畜産クラスター構築事業費（肉用牛）（畜産課）【事業費：733 百万円】 

   地域特有の実態を踏まえ中心的経営体の増頭体制整備や飼料生産組織の育成による省力化等の

取組を推進。 

 

■（新）肉用牛パワーアップ事業費（畜産課）【事業費：47 百万円】 

   スマート牛舎等の整備や従来の繁殖雌牛・肥育素牛の導入支援に加え、繁殖・肥育一貫生産体系

の推進等の生産基盤強化策を実施。 

 

■（新）新構造改善加速化支援事業費（農政課）【事業費：268 百万円】 

「経営感覚に優れた次代の担い手の確保・育成」として受入団体登録制度を活用した新規就農者

の生産施設の整備や 「収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化」、「地域の活力と魅

力にあふれる農山村づくり」の推進に必要な生産施設や農業用機械等の施設整備に対する支援。

  

■（新）長崎和牛銘柄推進事業費（農産加工・流通室）【事業費：29 百万円】 

   長崎和牛の販路拡大・ブランド化をめざした統一的かつ効率的な PR のため、これまで県や関係

団体等がそれぞれ行っていた PR 事業を「長崎和牛銘柄推進協議会」において一本化して実施。

  

■（新）フードクラスター構築支援事業費（農産加工・流通室）【事業費：27 百万円】 

   県及び地域段階に産地と食品製造業等が参画した協議会を設置し、県内外の企業と産地との情報

交換やマッチング等を行うことにより、加工業務用農作物の産地の育成及び産地と食品製造業等

のネットワーク化による６次産業化や農商工連携の取組拡大を推進。 

  

■（新）６次産業化ネットワーク推進事業費（農産加工・流通室）【事業費：115 百万円】 

   ６次産業化の推進を行うサポートセンターを設置し、プランナー派遣による事業計画作成支援や

商品開発及び販路拡大の支援、市町等開催の創業塾との連携による経営マインドを持つ人材を育

成。 

 

②地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり 

 ■（拡）ながさき農村集落活性化サポート事業費（農山村対策室）【事業費：5 百万円】  

   機械利用組合等の設立支援及び集落のリーダーになりうる人材の育成。 

  

■（拡）地域で進める鳥獣対策推進事業費（農山村対策室）【事業費：139 百万円】  

これまでの取組に加え、認定鳥獣捕獲等事業者による集中的かつ効率的な個体数調整を実施。

 

③経営感覚に優れた次代の担い手の確保・育成 

 ■（新）地域循環型人材システム構築事業費（農業経営課）【事業費：6 百万円】  

   農業高校生等の就農意欲を喚起する取組や、就農後の青年農業者に対する組織活動等の支援。

 

■（新）新規就農者確保対策費（農業経営課）【事業費：50 百万円】 

   就農希望者を地域に呼び込む仕組みを強化するため、受入団体等登録制度の充実や雇用就業後の

独立就農への取組等を支援。 

 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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Ⅲ ⽔産業 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜 

○漁業コスト増や魚価低迷など漁業者は経営の安定化・維持に苦労しており、漁業所得が３００万円以上の経営

体は全体の８％と安定した経営体の割合が低い。 

○漁業経営の不振等による離職で漁業就業者の減少と高齢化に歯止めがかからない。 

○定置網や中・小型まき網は、県内漁獲量の 73%（沖合漁業を除く）､就業者の 16%を占める漁業で、漁村地域

の重要な産業・雇用の受け皿となるが、低賃金・人手不足・高齢化などの課題を抱える。 

○国内の水産物需要減が見込まれる一方、海外から高品質で安全安心な国産水産物、特に養殖魚の需要 

  が高まっている。 

○まとまった数量の安定供給や嗜好に合った商品提供など、水産加工品等への量販店等消費地サイドの要求・

期待がある中､地区漁協や企業単位を主体とする産地サイドは、安定供給や商品開発に対応できる体制がな

く､このミスマッチでニーズに応えきれていない｡ 

○海洋環境の変化等により、水産資源の減少や水産生物の産卵・育成・生育場として重要な藻場の減少が進

んでいる。 

現
状
・
課
題(

Ｈ
２
８)

 

○漁業経営の改善・強化を目指す漁業者に対して、指導･支援を行い、漁業者の経営力強化や収益性向

上を図る。 

○浜の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業就業者の呼び込み、漁業就業前後の技術習得研修等の

拡充、経営開始後の定着促進と離職防止により漁業就業者の確保・育成を図る。また、国の制度活

用によるすき間のない漁業就業モデルを確立する。 

 

る。 

 

○雇用型漁業等について、生産設備の改善と加工・流通・観光等を一体的に取り組む優良な経営モデ

ルづくりを進め、離島等での安定した雇用の場の確保を推進する。

○中国等の現地ニーズにあった養殖魚づくりと養殖生産体制の整備、販路確保に向けた県産ブランド

の確立・ＰＲ、輸入規制等に対応した衛生管理体制の充実、新たな販路の開拓などを推進し、養殖

魚（クロマグロ、ブリ）の輸出拡大と生産増加を図

○大消費地からの大型受注やニーズに合った商品開発などに対応できる加工グループやグループ間連

携体制づくりを強化。本体制を中心に販売戦略を展開し、本県水産加工品の販売拡大を図る。 

○浜の活力再生広域プラン等の策定を推進するとともに、同プランに基づく取組を国事業の積極的活

用や県事業での支援により確実に推進し、漁業者の収益向上及び漁村地域の活性化を図る。

○資源管理･漁場づくり･栽培漁業の推進により、水産資源の維持･回復や藻場の回復を図る。 

対
策
の
考
え
方(

Ｈ
２
８)

 

①水産業の収益性向上に向けた取組の強化 

 ■（新）雇用型漁業育成支援事業費（資源管理課）【事業費：73 百万円】 

漁村地域の重要な雇用の場となっている定置網漁業、中小型まき網漁業について、生産設備の導

入･改善や加工･流通･観光等とを一体的に取り組む優良な経営モデルづくりを進め、離島等での安

定した雇用の場の確保を推進 

■（新）浜の魅力発信･漁業就業促進総合支援事業費（水産振興課）【事業費：86 百万円】 

市町・漁協等関係機関との連携を強化し、浜の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業者の呼び

込み、就業前後の技術習得研修等の拡充、経営開始後の定着促進と離職防止により漁業就業者の

確保育成を図る。また、国の制度活用により隙間のない漁業就業モデルを確立 

■（新）輸出拡大に向けた流通・販売強化事業費（水産加工･流通室）【事業費：49 百万円】 

ニーズに合った魚づくりのための市場調査等を実施するとともに、輸入規制対応や衛生管理体制

等の充実を図り、また、アンテナショップの整備やＰＲの実施等による販路の確保･拡大を行うこ

とで、更なる水産物の輸出拡大を支援 

■（新）安全安心な養殖生産物の供給体制確立事業費（水産振興課）【事業費：6 百万円】 

食品の安全・安心に対する消費者の要求や関心の高まりに伴い、養殖業においてもこれらの要求

に対応する必要があるため、安全・安心な養殖水産物の供給体制の整備を推進し、消費者の健全

な食生活の維持と本県養殖業の発展を図る。 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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■（新）市場ニーズに対応した加工･流通対策事業費（水産加工･流通室）【事業費：64 百万円】 

長崎県水産物の販売促進及び漁業者の所得向上を図るため、生産加工・流通を担うグループの形

成を推進するとともに、新たな商品開発、販路開拓、販売促進ＰＲ及び品質管理体制の向上に要

する施設の改修などを行い、大消費地の量販店等のニーズに対応 

 

■ [継] 水産経営支援事業費（水産振興課）【事業費：10 百万円】 

経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者に対して、関係機関と経営サポートセンターが連携し

て指導・支援を行い、国･県の補助事業活用促進などにより、強い経営体づくりを推進 

 

 ■ [継] 新水産業収益性向上･活性化支援事業費（漁政課）【事業費：142 百万円】 

水産経営支援事業を活用し、所得向上を目指す漁業者等が行う取組の支援に加え、漁協や市町等

が行う生産基盤整備等へ支援を行い、漁業者所得の向上と地域・漁村の活性化を推進 

 

■ [継] 未来に繋ぐ漁村塾事業費（水産振興課）【事業費：5 百万円】 

水産業に関する経営知識や技術、漁業制度などを体系立てて習得する場を設け、漁業生産と漁村

活力の確保に繋がる人材を育成 

 

■ [継] 収益性向上養殖技術開発事業費（水産振興課）【事業費：20 百万円】 

本県養殖業の収益性向上のため、高級新魚種や優良品種の導入、県内完結型クロマグロ養殖の技

術開発、産学官連携による餌料コスト削減等の取組を実施 

 
■ [継] 強い養殖業経営体づくり総合対策事業費（水産振興課）【事業費：27 百万円】 

収益性の高い経営体を育成するため、漁船漁業と貝藻類養殖の組合せによる経営の多角化、餌の

改良による養殖魚の生産コスト削減、養殖業者の協業化等、意欲ある生産者が行う取組を支援 

 

②活力にあふれる浜・地域づくりと漁場・漁村の整備 

■（新）ヒラメ共同放流強化支援事業費（資源管理課）【事業費：20 百万円】 

ヒラメ共同放流において、各地の栽進協や基金により各海域別に放流されている種苗を高い放流

効果が得られる内湾性の海域（有明海･橘湾･大村湾）へ集中して放流し、その効果を実証 

 

■ [継] 資源管理計画高度化推進事業費（資源管理課）【事業費：23 百万円】 

水産資源の適切な管理を推進するため、漁業者による資源管理計画の自己点検後、効果的な資源

管理の取組導入への支援等を実施 

 

 ■ [継] 重要資源育成支援事業費（資源管理課）【事業費：47 百万円】 

本県沿岸域における重要資源(クエ、トラフグ、ガザミ)の早期回復のため、対象とする魚種や海

域の特性に応じた種苗放流や資源管理を組み合わせた取組を推進 

 

 ■ [継] 藻場回復等総合推進事業費（資源管理課）【事業費：59 百万円】 

行政･研究機関･民間･漁業者等が連携し、藻場回復技術の検証、技術普及啓発、漁業者等による活

動組織の育成と取組の支援を行い、藻場回復を推進 

 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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Ⅳ 観光業 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜 

①２つの世界遺産等を活用した観光地づくりと誘客拡大 

 ■（新）観光ステップアップ推進事業（観光振興課）【事業費：118 百万円】 

   世界遺産登録等により国内外からの観光客が増加しているこの機を捉えて、国内外からの富裕層

の取り込みを積極的に展開し、本県観光のブランド力向上及び観光産業の活性化・高度化を推進

 

■（新）ユニバーサルツーリズム推進事業（観光振興課）【事業費：5 百万円】 

  障害のある方もない方も、誰もが「安全・安心」に本県観光を楽しめるよう、バリアフリー観光

の推進に取り組む団体との協働により、バリアフリー情報の発信や受入体制等を整備するととも

に、おもてなしの取組体制を強化し、更なるおもてなし運動を推進 

  

■（新）ビッグデータ活用戦略的マーケティング対策事業（観光振興課）【事業費：21 百万円】 

   ビッグデータの活用による調査、分析により、これまで把握できなかった観光客の周遊状況（性

別・年代別）等を把握し、ターゲットを明確にした観光施策を展開  

 

■（新）中国観光市場開拓戦略推進事業（観光振興課）【事業費：32 百万円】 

   訪日旅行最大市場に成長した中国の各地域からの観光客誘致を促進するために、アクセスの拡

大、大手旅行社との連携、情報発信の強化など多面的施策を戦略的に展開 

  

■（拡）県内観光地周遊促進対策事業（観光振興課）【事業費：21 百万円】 

   世界遺産（候補）等を活用し、国内外からの誘客促進を図り、県内周遊を促進 

  

■（拡）「明日の世界遺産」海外誘客対策事業（観光振興課）【事業費：18 百万円】 

   二つの世界遺産（候補）を活用した効果的な情報発信を行うことにより、巡礼ツアーの誘致拡大、

本県の認知度向上対策等を実施 

 

■[継]「ひかりと祈り 光福の街 長崎」情報発信事業（観光振興課）【事業費：46 百万円】 

   二つの世界遺産（候補）のストーリーを中心に、県内の「ひかりと祈り」に関する観光資源も含

めた情報発信を実施し、夜型観光、宿泊滞在型観光を促進 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)

 

○観光産業における雇用環境・客単価の向上を図るため、更なる観光消費の拡大が必要。 

○地域の特色を打ち出した魅力ある観光まちづくりと観光協会等の人材の確保・育成が必要。 

○滞在型・周遊型観光を促進するため、二次交通アクセス及び周遊ルートの整備が必要。 

○世界遺産登録を見据えた受入体制整備と誘客の推進が必要。 

○急増している外国人観光客の受入環境整備と魅力発信が必要。 

 

現
状
・
課
題(

Ｈ
２
８)

 

○更なる観光消費額の拡大と良質な雇用環境を創出するため、富裕層をターゲットとした、より高品

質・高付加価値の旅行商品造成を推進するとともに、民間事業者が行うインバウンド誘致・受入環

境整備に対する支援等を実施する。 

 

 

○本県産業を牽引する観光業を育成するため、DMO 化を目指す地域が取り組む戦略策定の調査研究、専

門人材の確保・育成等を支援するとともに、ビッグデータ等を活用した観光マーケティングを強化

し本県観光のステップアップを促進する。

○２つの世界遺産（候補）を活用した国内外からの更なる観光客の獲得及び観光消費額の拡大を図る

ため、周遊・滞在型観光を推進する。

○九州新幹線西九州ルートの開業を見据え、関西圏・中国圏に向けた情報発信を実施する。 

 

対
策
の
考
え
方(

Ｈ
２
８)
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■[継]長崎デスティネーションキャンペーン推進事業（観光振興課）【事業費：31 百万円】 

   平成 28 年秋に開催するＪＲデスティネーションキャンペーンの効果的な展開や顧客ニーズを捉

えた「 着地型旅行商品」の磨き上げ等を実施 

 

■[継]海外新テーマ型旅行誘致拡大事業（観光振興課）【事業費：15 百万円】 

   海外の各市場における影響力の大きい観光関係事業者とタイアップし、訴求力のある新たなテー

マ型旅行や旅行スタイルを提案することにより、潜在的な旅行需要を喚起 

 

■[継]大型客船誘致促進プロジェクト推進事業（観光振興課）【事業費：56 百万円】 

   国内外クルーズ客船の積極的な誘致活動を展開するとともに、船社等と連携したプロモーション

の実施や客船の大型化に対応するための取組を推進  

 

 

②海外活力の取り込み 

■（新）中国観光市場開拓戦略推進事業（観光振興課）【事業費：32 百万円】（再掲） 

   訪日旅行最大市場に成長した中国の各地域からの観光客誘致を促進するために、アクセスの拡

大、大手旅行社との連携、情報発信の強化など多面的施策を戦略的に展開 

 

■（拡）「明日の世界遺産」海外誘客対策事業（観光振興課）【事業費：18 百万円】（再掲） 

   二つの世界遺産（候補）を活用した効果的な情報発信を行うことにより、巡礼ツアーの誘致拡大、

本県の認知度向上対策等を実施 

 

■[継]海外新テーマ型旅行誘致拡大事業（観光振興課）【事業費：15 百万円】（再掲） 

   海外の各市場における影響力の大きい観光関係事業者とタイアップし、訴求力のある新たなテー

マ型旅行や旅行スタイルを提案することにより、潜在的な旅行需要を喚起 

 

■[継]大型客船誘致促進プロジェクト推進事業（観光振興課）【事業費：56 百万円】（再掲） 

   国内外クルーズ客船の積極的な誘致活動を展開するとともに、船社等と連携したプロモーション

の実施や客船の大型化に対応するための取組を推進 

 

 

③新幹線開業に向けた戦略的取組の推進 

 ■（新）関西・長崎の魅力総合発信事業（物産ブランド推進課）【事業費：26 百万円（観光関係分）】 

九州新幹線西九州ルート開業を見据え、文化観光国際部において策定する長崎県「関西ＰＲ戦略

（文化・観光・物産）」に基づき、関西に対して、本県の文化・観光・物産の魅力を総合的に発

信し、県産品のブランド力向上及び消費拡大、並びに誘客促進を推進 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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Ⅴ サービス産業 〜県⺠所得向上対策（Ｈ28 年度）〜 

○サービス産業は、少子化・高齢化の進展やライフスタイルの多様化などに伴う健康維持・増進、余

暇の充実など、県民の新たなニーズに応えるとともに、地域産業の振興や雇用の確保に大きな役割

を果たしている。 

 

○全国に先駆けて人口減少下に入っている本県において、引き続き経済の活力を維持していくために

は、製造業とともに地域経済の活性化に大きな影響を与えるサービス産業の振興を図っていくこと

が必要であり、経済のサービス化が進む中、サービス産業の重要性は増していくものと考えられる。

○サービス産業の労働生産性は低くなっており、県民所得の更なる増を図るためには、付加価値額の

増等により労働生産性を高める必要がある。

現
状
・
課
題(

Ｈ
２
８)

 

○本県経済の規模拡大を図る「①県外需要の取込」、県内消費の活性化を図る「②新サービスの創出」、

 及び人材育成やＩＴの活用等による「③生産性の向上」を基本的な方針として、サービス産業の振

興を図る。 

く。 

○特に、官民連携の長崎県サービス産業推進協議会（仮称）を設置したベストプラクティス（優良事

例）の発掘・普及、宿泊業の新たな需要を創造するための商品・サービス開発や業務の効率化、高

齢化を背景にした介護周辺・健康サービスの事業化促進等に取り組んでい

対
策
の
考
え
方(

Ｈ
２
８)

①地域経済を支える産業の強化 

○県外需要の取込 

 ■（新）宿泊業生産性向上促進支援事業費（商務金融課）【事業費：48 百万円】 

   宿泊業の新たな需要を創造するための商品・サービス開発、業務の効率化などの生産性向上のた

めの取組を金融機関と連携して促進 

  

■[継]ネットではばたく通信販売支援事業費（商務金融課）【事業費：6 百万円】 

   地理的ハンデを克服し、県外からの需要を取り込み商業の活性化を図るため、県内事業者のイン

ターネット通信販売への参画を支援 

  

■[継]長崎港活性化推進事業費（産業政策課）【事業費：12 百万円】 

   産業振興のインフラとしてのコンテナ航路の維持・発展を図るため、長崎港への集貨活動の強化、

長崎港を活用した物流活性化の取組を推進 

  

○新サービスの創出 

 ■（新）サービス産業官民連携推進事業費（商務金融課）【事業費：6 百万円】 

官民連携の長崎県サービス産業推進協議会（仮称）を設置し、ベストプラクティス（優良事例）

等の発掘・普及や事業実施に向けた支援を実施 

 

■[継]介護周辺・健康サービス事業化促進事業費（商務金融課）【事業費：10 百万円】 

   介護周辺・健康サービス（ヘルスケア関連産業）の事業者間の連携や認知度向上を図るプラット

フォームの構築と、そこから生まれるビジネスモデルの事業化支援を実施 

 

■[継]地域ビジネス発展支援事業費（商務金融課）【事業費：27 百万円】 

    商工会・商工会議所が地域の特性を踏まえて策定する「地域ビジネス発展支援計画」に基づき実

施する取組に対して、広域経営指導員の配置や外部人材の招聘等を支援し、地域の商工業者が

地域資源を活かして取り組む新事業展開を促進 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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■[継]地域拠点商店街支援事業費（商務金融課）【事業費：18 百万円】 

    商店街が取り組む商店街活性化プランの策定、それを実現するための人材育成や新陳代謝の促

進、にぎわい創出等の事業を、県と市町が連携して支援 

 

○生産性の向上  

 ■（新）クラウド・オープンデータ等推進事業費（情報政策課）【事業費：17 百万円】 

    官民協働クラウドと庁内クラウドの機能を併せ持つハイブリッドクラウドを構築し、産学官連携

による新サービスの創出、電子行政の充実・強化、業務プロセス改革等を推進するとともに、

公共データ等の情報資産を用いたオープンデータ等の取組を実施 

  

■（新）宿泊業生産性向上促進支援事業費（商務金融課）【事業費：48 百万円】（再掲） 

   宿泊業の新たな需要を創造するための商品・サービス開発、業務の効率化などの生産性向上のた

めの取組を金融機関と連携して促進 

  

■[継]ＩＴを活用した産業競争力強化支援事業費（企業振興・技術支援課）【事業費：15 百万円】 

   県内中小製造業の経営基盤強化に向けたシステム仕様の検討等を支援するとともに、地域課題を

解決するためのＩＴ活用方法を検討した市町のフォローアップを実施 

主
な
事
業(

Ｈ
２
８)
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【危機管理監】

基本方針

平成２８年度は、新たな総合計画のもと、「安心快適な暮らし広がる長崎県」という将来
像の実現のため、どのような災害が発生しようとも、県民の命を守るために必要な取組を
重点的に実施いたします。

近年の大規模自然災害や様々な危機事象の頻発と、東日本大震災の未曾有の被害や
原子力災害の発生により、県民の安全・安心に対する関心が今まで以上に高まる中、県民
の生命、身体、財産を守るため、災害に備える防災資機材の整備や、防災行政無線の充
実に加え、国、市町、関係機関と連携し、災害発生時の初動対応や防災関係機関相互の
緊密な連携を確保するなど防災体制を充実・強化します。

また、災害時において大きな力となる地域における自助・共助の取組を推進し、災害発生
時の被害を最小限にするため、消防団員の確保、自主防災組織の育成・組織化を促進す
るための施策を実施します。

一般防災対策費（危機管理課) ： ５０，２４５千円
特殊防災対策費（危機管理課) ： ８８２千円
国民保護対策事業費（危機管理課)        ： ６，１０５千円

【一部H27.2月補正】
原子力災害対策整備事業費（危機管理課)  ：９６７，４９６千円

県民の防災意識の向上及び地域の防災力を高めるため、自主防災組織率の向上対策及び消防
団員確保対策などを実施

消防団充実強化促進事業費（危機管理課） ： ８，３３７千円
自主防災組織結成推進事業費（危機管理課） ： ２，５８８千円

新県庁舎への防災行政無線設備移設と併行して、老朽化した設備の更新・改修等、防災
新拠点における防災行政無線の通信網強化を図るため、防災行政無線高度再整備事業の
本工事を実施

防災行政無線移設更新費（危機管理課）：３，１３０，４１８千円

災害や有事における防災関係機関等の対応能力の向上を図るため、自然災害や石油コンビナー
ト区域での災害、原子力災害、武力攻撃事態等の様々な災害を想定した実践的な訓練を実施

主な計上事業
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【総務部】

基本方針

主な計上事業

「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」の実現に向け、「人、産業、地域が輝く
たくましい長崎県づくり」の基本理念のもと、職員の総合力を発揮し、真摯に全力で
取り組んでまいります。
１ 平成２８年度を始期とする「長崎県行財政改革推進プラン」を着実に推進し、

政策実現を可能とする組織運営と持続可能かつ安定的な財政運営の具体化に向けて
取り組みます。

２ 県財政の貴重な自主財源である県税収入を確保するため、市町との連携を強化
し、未収額の解消に努めます。

３ 情報通信技術の更なる利活用による県民生活の向上を目指して、電子行政の
充実・強化や安全・安心な地域社会づくり、産業の活性化等を推進します。

４ 少子化の進行等、教育を取り巻く環境が厳しくなる中で、魅力ある私立学校
づくりを推進します。

５ 学部・学科再編により、地域に根ざした実践的な教育等を通じて若者の地元
定着を推進するほか、佐世保校の建替えなど教育環境の整備・充実を図ることで、
魅力ある、選ばれる県立大学を目指します。

６ 県民生活の安全・安心を確保するための災害時の防災拠点としての機能を十分
に発揮できるとともに、県民の生命・財産を守るための災害対策活動を支援する
庁舎、また、県民が県政に積極的に参画できる庁舎として、平成２９年度の
新県庁舎完成・移転に向けて、引き続き計画に沿って着実に整備します。

県立大学において、地域の即戦力となる人材の育成や地元定着促進を図るため、地域における
課外活動や長期インターンシップなどの実践的な教育を実施

（新）県立大学実践的教育推進事業費（学事振興課）：８，４４５千円

官民協働（パブリック）クラウドと庁内（プライベート）クラウドの機能を併せ持つハイブリッドクラウド
を構築し、産学金官連携による新サービスの創出、電子行政の充実・強化、業務プロセス改革等
を推進するとともに、公共データ等の情報資産を用いたオープンデータの取組を実施

（新）クラウド・オープンデータ等推進事業費（情報政策課）：１７，１７６千円

平成２９年度の新県庁舎完成及び移転に向けて、整備スケジュールに基づく整備、移転準備を実
施

県庁舎建設整備費（県庁舎建設課）：１９，１７６，００８千円

47

県立大学佐世保校において、学部学科再編を踏まえた新たな機能を有する校舎等を整備するた
め、基本設計等に着手

（新）県立大学佐世保校建設整備事業費（学事振興課）：８６，３１１千円
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【秘書広報局】

基本方針

知事・副知事の秘書事務を適正に執行するとともに、「長崎県広報戦略」に基づき、各種広報
媒体の特性を活かし、ターゲットに即した情報発信を行うなど、「元気な長崎県づくり」に努めて
いきます。

平成２６年度に策定した「長崎県広報戦略」を推進するために必要な事業を実施

（拡）ながさきの魅力発信事業費（広報課）：４０，９２５千円

主な計上事業
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【企画振興部】

基本方針

「人、産業、地域が輝く たくましい長崎県づくり」を基本理念に、１０の基本戦略を柱とす
る新たな総合計画の初年度となることから、各部局と連携して積極的に計画に沿った施策
を推進し、県民の皆様が夢や希望を持って暮らすことのできる、たくましい長崎県づくりに
取り組んでまいります。

また、地方創生の推進に向けて総合戦略を策定し、人口減少を克服し、地域の活力を取
り戻すため、「しごとを創り、育てる」、「ひとを創り、活かす」、「まちを創り、支えあう」の３つ
の基本目標を掲げ、本県の強みを最大限に活用しながら、この総合戦略を実効あるものに
するため、各部局と連携して取り組んでまいります。

１ 国内外から新たな人の流れを創出するための国際観光拠点としてカジノを含む統合型
リゾートを導入するほか、東アジアの活力を本県に取り込むため、国際定期便、チャー
ター便の誘致拡大や長崎空港の２４時間化に取り組みます。

２ 移住希望者に対する受入環境の整備や東京圏等からの高齢者の移住を促進する長崎
県版ＣＣＲＣの推進など移住対策の強化などに取り組みます。

３ しまの良質な産品を売り込む新たな市場開拓など離島地域の活性化に向けた「しまは
日本の宝」戦略の推進、スポーツコミッションを中心としたスポーツツーリズムの推進、
新幹線の開業等を見据えた大村湾とその周辺地域の活性化に向けた検討を行います。

さらに、佐賀県との連携による交流人口の拡大や地域振興など地域間の広域連携につ
いても推進していきます。

このほか、企業版ふるさと納税制度の導入に向けた体制・仕組みづくりや、国が提供する
地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）について、専門人材の育成及び県内での普及促進に取
り組んでまいります。

主な計上事業

長崎空港２４時間化を目指し、官民で構成する推進委員会の開催、申請・運航に向けた取組など
具体的対策を実施

（新）長崎空港２４時間化推進事業費（新幹線・総合交通対策課）：５８，７８４千円

上海線の運航安定化やソウル線の再開、香港線等の新たな国際定期航空路線の誘致を推進す
るための支援や利用促進対策を実施

49

【一部H27.2月補正】

（拡）国際定期航空路線維持・拡大事業費（新幹線・総合交通対策課）：２０８，２０３千円

人口減少が進行している中で、市町との連携を強化し、一体的かつ効果的な移住・定住対策を実
施

（拡）新・ながさき暮らしＵＩターン促進プロジェクト費 （地域づくり推進課）

：７０，０２１千円

（拡）小さな楽園プロジェクト費（地域づくり推進課）：４３，５４２千円
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振興局が市町や地域、さらには佐賀県と協働して地域課題解決のため、市町や地域等と連携した
プロジェクトを推進

スポーツ大会や合宿の誘致、人材育成等を行うスポーツコミッションの運営により、スポーツツーリ
ズムによる地域活性化を推進

スポーツコミッション事業費（スポーツ振興課）：７５，０１５千円

しまの魅力である海・景観・伝統・文化などの多様な地域資源やしまの魅力ある産品を活かした新
たな産業振興策を推進

（新）ながさきのしま「海業」創出プロジェクト費（地域づくり推進課）：６，９０６千円

ながさき「しまねこ」プロジェクト費（地域づくり推進課）：２４，６２１千円
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平成２８年度税制改正の一つとして導入が予定されている「企業版ふるさと納税」について、企業
への効果的・効率的なアピール展開を推進

（新）企業版ふるさと納税対策費（政策企画課）：５，０５２千円

（新）アクションプラン策定事業費（新幹線・総合交通対策課）：１１，２９３千円

平成３４年度の九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）の開業に向け、開業効果の最大化に向け
たアクションプランを策定

（拡）振興局活動推進費（地域づくり推進課）：１６，６５８千円

【H27.2月補正】

（新）振興局活動推進費（県北プロジェクト）（地域づくり推進課）：４６，４１５千円

データに基づく施策展開による着実な地方創生の推進を図るため、地域経済分析システム（ＲＥＳ
ＡＳ）の専門人材を育成するとともに、行政機関・民間団体・教育機関等に対する普及を促進

【H27.2月補正】

（新）ＲＥＳＡＳ普及促進事業費（政策企画課）：８，１５７千円

「地方創生に係る佐賀県と長崎県との連携協定」の一環として、肥前窯業に関する日本遺産認定
を目指す中で陶磁器を核とした歴史・文化ツーリズムの創出等による地域づくりを進めるとともに、
国内外における両県の魅力発信・観光客誘致等の取組を推進

【H27.2月補正】

（新）佐賀県との連携推進事業（個別事業を各課に計上）：７５，０８７千円
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【文化観光国際部】

基本方針

平成２８年度は、「長崎県総合計画」の初年度及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の本
格実施年度であることから、新たに掲げた目標を着実に達成するとともに、県民所得向上、
人口減少対策のために、文化・観光・国際部門の一層の連携強化、歴史・文化を活かした
交流の促進、国内外からの更なる観光客の獲得と観光消費額の拡大、県産品の販路拡大
など実需の創出・拡大を図るとともに、戦略的な海外活力の取込みの着実な推進を図りま
す。

１ 観光施策においては、２つの世界遺産（候補）や日本遺産、平成２８年秋のDCキャン

ペーンなどにより本県への注目度が高まり、国内外からの観光客が増加しているこの機を
捉え、高品質・高付加価値なサービスの提供や旅行商品の造成等、魅力ある観光まちづく
りを一層推進し、更なる観光消費額の拡大につなげるとともに、観光マーケティングの強化
にも注力し、本県観光の高度化を推進します。

２ 世界遺産登録の推進については、「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」の登録の実現
に向けて全力で取り組むとともに、「明治日本の産業革命遺産」を含めた、２つの世界遺産
（候補）を活用し、世界へ向けた発信や受入体制整備に向けた取組を進めます。

３ 「戦略的な海外活力の取込み」については、国・地域別に様々な取組を進めており、各
種交流事業を積極的に展開するとともに、経済的実利の拡大による県内経済の活性化な
ど、具体的な成果に着実に結び付けることができるよう、部局間の連携を一層強化しながら
推進します。

４ このほか、平成２８年３月に東京都内での情報発信拠点の開設など県産品の販路拡
大・観光情報の発信やブランド化に取り組むほか、「日本遺産」や「若者文化」に着目した新
たな価値を創造・発信していきます。

国内外からの富裕層の取り込みを積極的に展開することにより、更なる観光消費額の拡大につ
なげるとともに、ビッグデータ等を活用した観光マーケティングを強化し、本県観光のブランド力向
上及び観光産業の充実・強化を推進

【一部H27.2月補正】

（新） 観光ステップアップ推進事業費（観光振興課）：１１７，８２５千円

【一部H27.2月補正】

（新）ビッグデータ活用戦略的マーケティング対策事業費（観光振興課）

：２１，４７７千円

２つの世界遺産（候補）を有していることを活用した積極的な情報発信と誘致活動を展開し、国内
外からの誘客促進を図るとともに、各構成資産等を周遊しやすい環境を整備

（拡）県内観光地周遊促進対策事業費（観光振興課）：２１，０４５千円

【一部H27.2月補正】

（拡）「明日の世界遺産」海外誘客対策事業費（観光振興課）：１７，９６２千円
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主な計上事業
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訪日旅行最大市場に成長した中国の各地域からの観光誘致を促進するために、アクセスの拡大、
大手旅行社との連携、情報発信の強化など多面的施策を戦略的に展開

【一部H27.2月補正】

（新）中国観光市場開拓戦略推進事業費 （観光振興課）：３２，１７３千円

●県産品の輸出促進を図るため、海外における長崎県や県産品の情報発信を強化するとともに、海外からの

観光客等に対する情報発信を実施

（新）長崎県産品海外ＰＲ事業費（物産ブランド推進課）：１８，９２８千円

●海外との歴史的な交流の積み重ねを活かし、アジアをはじめとした海外の活力を取り込み、本県の経済

活性化を推進

（拡）中国プロジェクト重点推進事業費（国際課）：１０，５４６千円

（拡）東南アジアプロジェクト重点推進事業費（国際課）： ５，３７２千円

【H27.2月補正】

（新）欧米プロジェクト重点推進事業費（国際課）：１５，７０７千円

平成２８年３月、東京都内に開設予定の情報発信拠点（アンテナショップ）の活用や新幹線開業を
見据えた関西地域企業等との連携によるＰＲなど、観光・文化・物産にわたる総合的な情報発信
の強化を推進

（新）情報発信拠点運営事業費（物産ブランド推進課）：１２８，７９６千円

【一部H27.2月補正】

（新）関西・長崎の魅力総合発信事業費（物産ブランド推進課）： ５３，３２８千円

●２つの世界遺産（候補）や日本遺産、本県の特色ある歴史文化を効果的に情報発信することにより、国
内外からの誘客を促進。また、日本遺産を活用した地域活性化に資するため、新たな日本遺産認定を
目指した取組の推進

（拡）究める・つなげる「長崎の歴史」魅力発信事業費（文化振興課）：１５，５２２千円

●若者文化に着目した新たな価値と創造を推進

地域発「ながさき文化のちから」創生事業費（文化振興課）：２０，３１５千円

（新）「描いてみんね！長崎」事業費（文化振興課）： ２，１８３千円
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【県民生活部】

基本方針

女性のライフステージに応じたきめ細かな就労支援や働きやすい職場環境の整備、女性の人材育
成・登用等促進などを一層推進するための支援を実施

（新）ながさき女性輝き応援プロジェクト（男女共同参画室）：３５，００２千円

食品の安全性に関する理解促進と信頼確保のため、新たに設ける「食品の安全･安心サポーター」
と協働し、地域での座談会や出前講座を実施することにより、 リスクコミュニケーションを推進

（新）食品の安全･安心確保事業費（食品安全・消費生活課）: ５，５６５千円

高齢運転者・歩行者や若年世代も含めた交通安全教育を幅広く実施するとともに、高齢者交通安全
意識の高揚を図る県民参加型の啓発を実施

（拡）行政と警察のコラボによる消費者被害防止事業費（食品安全・消費生活課）:
１５，４４２千円

（新）「なくそう！高齢者の交通事故」総合対策事業費（交通・地域安全課）:４，０７４千円

平成２８年度は、次期長崎県総合計画の基本理念のもと、県民の皆様が豊かで安心して暮
らせる社会の実現を目指し、次の施策を重点的に取り組みます。

１ 「生きがいを持って活躍できる社会をつくる」ため、女性のライフステージに応じた就労支援
や働きやすい職場環境の整備、女性の登用等促進に向けた人材の育成や意識改革の推進
などに取り組みます。また、協働に関する相談や助言、コーディネート等の支援により、多様
な主体による連携、協働の推進に取り組みます。

２ 「互いに支えあい見守る社会をつくる」ため、地域の人権・同和教育指導者を育成し、人権
教育・啓発の推進体制の充実に取り組みます。

３ 「快適で安全・安心な暮らしをつくる」ため、自主防犯意識の高揚をはじめ高齢者交通安全
意識の高揚を図るなど、犯罪や交通事故のないまちづくりの推進に取り組みます。また、高齢
者等に対する、啓発活動や直接的な注意喚起の取組により、安全・安心な消費生活を推進す
るほか、食品の安全性に関する理解促進を図り、食品の安全・安心の確保に取り組みます。

多様な主体による連携、協働を促進するため、「協働サポートデスク」を新設し、相談や事業企画提
案の受付、助言やコーディネート等を行うとともに、ＮＰＯと企業との情報交換会を開催

（新）協働推進事業費（県民協働課）：２，４６６千円

地域でのファシリテーター養成講座開催により指導者数を確保するとともに、専門講座により指導者
のスキルアップを図ることで、県全体にわたる人権教育・啓発の推進体制を充実

（拡）社会人権・同和教育推進費（人権・同和対策課）: １０，３１６千円

性暴力被害者の負担軽減と心身の健康回復を図るため、相談、医療、カウンセリング、法律相談等
の総合支援をワンストップでコーディネートする体制を整備し、支援を実施

（新）性暴力被害者支援事業費（交通・地域安全課）：１２，１０３千円
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主な計上事業

悪質商法等のターゲットになりやすい高齢者等の消費者被害を防止するため、警察と連携した啓発
活動を行うとともに、新たにコールセンターを活用したダイレクトな注意喚起を実施
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【環境部】

基本方針

主な計上事業

省エネ・節電対策や再生可能エネルギーを活用した地球温暖化対策と東アジア地域における環
境保全活動の推進

閉鎖性水域等における持続的な水環境保全施策の推進

（新）「いさかん」水辺の保全推進事業費（環境政策課）：１７，９３３千円

市町が行う水道施設の整備や耐震化等の取組を促進

生物多様性の保全と地域資源としての活用及び豊かな自然環境を活かした先進的な地域づくりの
推進

（新）大村湾環境総合対策事業費（環境政策課）：５２，１５８千円

（新）西海国立公園リニューアル整備事業費（自然環境課）：５４，２００千円

（新）エコドライブ普及啓発事業費（未来環境推進課）：１，１８４千円

（拡）長崎発東アジアの環境技術発信事業費（環境政策課）：６，６２２千円

（新）長崎県汚水処理構想策定事業費（水環境対策課）：８，９４５千円

（新）世界ジオパーク活用推進事業費（自然環境課）：６，５２０千円

（新）生活基盤施設耐震化等交付金事業費（水環境対策課）：４１２，２２５千円
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平成２８年度は、「長崎県総合計画チャレンジ２０２０」の基本理念のもと、未来につながる
環境にやさしい長崎県を目指して、「長崎県環境基本計画」や環境に関する個別計画に
基づき、横断的かつ総合的な環境保全対策を展開してまいります。

１ 海域や河川などの水質保全を図るとともに、大村湾や諫早湾干拓調整池の水質改善を
図ります。また、漂流・漂着ごみ対策等により県民が快適に暮らせる環境づくりを推進しま
す。

２ 長崎県を特徴づける自然や生きものを保全し、地域資源としての活用を図るとともに、
多様なニーズに対応した自然体験情報の発信や豊かな自然とふれあえる空間づくりを進
めます。

３ 環境にやさしい生活や事業活動、再生可能エネルギーの活用等を通じて低炭素・資源循
環型の社会づくりを推進します。また、安定で安心した水の供給を確保するため、水道施設
の整備を進めます。
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【福祉保健部】

基本方針

平成２８年度は、「次期長崎県福祉保健総合計画」の基本理念である「県民一人ひとりの尊
厳が保たれ、ともに支え合い、誰もが安心して健やかで生きがいのある生活を送ることができ
る地域」となるよう、各種事業を推進してまいります。

１ 地域における医療・介護の総合的な確保を推進するために、医療提供体制の構築、 地
域包括ケアシステムの構築、認知症施策の推進を図るとともに、医療・介護・福祉人材の育
成・確保に取り組みます。

２ 県民が生涯を通じて元気に過ごせるための、健康寿命の延伸に向けた取組を推進すると
ともに、高齢者の社会参加、生きがいづくりの推進に取り組みます。

３ きめ細やかな対応が必要な人たちを支援するため、生活困窮者に対する相談支援体制、
高齢者の見守り体制、発達障害児支援体制の構築を図ります。

主な計上事業

（新）周産期医療の機能分化・連携体制整備事業費（医療政策課）： １１，８９６千円

地域の需要に応じた医療人材の確保

（新）日帰り診療応援システム事業費（医療人材対策室）：２，０００千円

地域の実情に応じた医療提供体制の構築

（新）医療提供の機能分化に向けたICT医療連携導入支援事業費（医療政策課）

：５８，０１１千円

医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築

（拡）地域包括ケアシステム人材育成・資質向上事業費（長寿社会課）：１７，００４千円

認知症の人に対する医療・介護・地域支援体制の整備

（新）認知症地域支援推進員研修事業費（長寿社会課）：６００千円

「第２９回全国健康福祉祭ながさき大会」の開催

（拡）全国健康福祉祭開催事業費（ねんりんピック推進課）： ９８９，７８９千円
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地域包括ケアシステムの実現を支える介護・福祉人材の確保・資質の向上

（拡）介護職員等定着支援事業費（長寿社会課）：２０，５１２千円

（新）介護支援専門員機能訓練資質向上研修事業費（長寿社会課）：３，３５１千円

（新）介護福祉士修学資金等貸付事業費（福祉保健課）：３５７，６０４千円
【H27.2月補正】
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健康寿命の延伸に向けて、健康生活の基本である「食」や「運動」を通した健康づくりの推進

（新）おいしくヘルシー！ながさき健康プロジェクト事業費（国保・健康増進課）
：１，８４５千円

（新）たのしくヘルシー！ながさき健康プロジェクト事業費（国保・健康増進課）
：１，９７５千円

元気な高齢者の「活躍の場」の創設

生活困窮者に対する自立支援対策の強化

（拡）生活困窮者自立支援事業費（福祉保健課）：５０，２６５千円

発達障害児支援の充実

（新）発達障害地域療育支援事業費（障害福祉課）：４，０４３千円

（拡）地域包括ケアシステム人材育成・資質向上事業費（一部再掲） （長寿社会課）
： ３，６００千円

原爆医療施設整備助成費（原爆被爆者援護課） ：５３９，９０２千円

被爆者の医療に必要な原爆医療施設の施設・設備整備に対する補助
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高齢者等見守り体制の整備

（新)多重的見守りネットワーク総合対策事業費（福祉保健課）：３，１５４千円
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【こども政策局】

基本方針

「長崎県子育て条例」に基づき、安心して子どもを生み育てることができ、子どもが生まれて
きてよかったと感じる社会となるよう、県民総ぐるみの子育て支援を推進します。
結婚・妊娠・出産から育児までの一貫した少子化対策を推進するとともに、ひとり親家庭など、
きめ細かいサポートが必要な家庭への支援を行います。

１ 婚活サポートセンターの機能強化による結婚を希望する独身男女のデータマッチング、子
育ての楽しさを伝えるテレビ番組、コマーシャル等の制作・放映など、国の交付金を活用した
事業を行います。

２ 保育士の就業継続支援、潜在保育士の把握、就職面談会などを通じた保育人材の確保・
県外流出防止と、地域で保育や子育て支援に従事する子育て支援員養成に取り組みます。

３ 子育てにかかる経済的負担を軽減するため、引き続き、放課後児童クラブ利用料等を軽減
します。

４ 発達障害を早期に発見し、適切な支援につなげるため、健診従事者の専門性向上、発達
障害児・者支援に関係する機関の連携推進に取り組みます。

５ 子どもの貧困対策として、ひとり親家庭等を対象とした教育や就労の支援に取り組みます。
６ 様々な支援や保護を要する子どものセーフティネットである要保護児童対策地域協議会の
機能強化を図ります。

主な計上事業

保育人材の確保と流出防止

地域少子化対策重点推進交付金を活用して行う、結婚、妊娠、出産、育児の切れ目ない支援

（拡）保育士人材確保等事業費（こども未来課）：１１，７９４千円

（拡）ながさきで家族になろう事業費（こども未来課）：５８，８６０千円

（新）子どもは宝文化発信事業費（こども未来課）：１４，６９５千円
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平成２７年度から施行された子ども・子育て支援制度関係事業

地域子ども・子育て支援事業費（こども未来課）：６７６，３１３千円

子育て支援新制度移行事業費（こども未来課）：１４，１１１千円

施設型給付事業費（こども未来課）： ８，３６６，８４２千円

地域型保育給付事業費（こども未来課）：１２８，６０８千円
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様々な支援や保護を要する子どものセーフティネット強化

（拡）児童虐待防止・支援体制強化事業費（こども家庭課）：４，０２２千円

ひとり親家庭等への教育、就労の支援等による子どもの貧困対策

（拡）ひとり親家庭等自立支援事業費（こども家庭課）：３４，７６９千円

母子父子寡婦福祉資金貸付金貸付事業費（こども家庭課）：１６０，５５０千円
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（拡）発達障害者支援事業費（こども家庭課）：１５，８４０千円

発達障害など特別な配慮を要する子どもの支援

子育てにかかる経済的負担を軽減するため、放課後児童クラブ利用料等を軽減

放課後児童クラブ推進事業費（こども未来課）：８８６，９０９千円

（拡）健やか親子２１推進事業費（こども家庭課）：１１，１３２千円
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【産業労働部】

基本方針

主な計上事業

食料品製造業の高付加価値化の取組みとして、中堅企業及び中堅企業予備軍が実施する高度
加工、希少産品の商品化、衛生体制の強化などを重点的に支援していくとともに、物流対策の検
討を実施

国内外の実証プロジェクト誘致による実証フィールドの構築、産学官が連携した実証から商用化ま
でを見据えた取組みへの支援等により、海洋エネルギー関連産業の拠点形成を促進

水素を活用した燃料電池船（商用ベース）の研究開発・普及を促進し、県内造船業の振興及び水
素関連産業の新市場を創出

【一部Ｈ27.2月補正】

（新）燃料電池船建造プロジェクト事業費（グリーンニューディール推進室）：８２，１６４千円
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官民連携の協議会を設置し、ベストプラクティス（優良事例）の普及等に向けた支援を実施

自動走行実証事業のためのフィールド整備を促進するとともに、センサー技術を活用した先進運
転支援システムや高感度画像処理など、関連産業の誘致と県内関連産業の集積を促進

若者の県内定着と女性や高齢者の就業率向上のため、誰もが働 きやすい良質な職場環境の実

現を目指し、雇用者の処遇改善や職場環境改善などに取り組む中小企業等を支援

県と地元産業界が協力し、将来の地域産業の担い手となる大学生の奨学金返還を支援するため
の基金を造成

県有地の活用等によりオフィスビルを整備し、本社機能移転などの動きを捉えたオフィス系企業の
誘致活動を展開するとともに、県内でのＩＴ人材の育成とＵＩ Ｊ ターンを推進

県内一円の製造業企業からなる「長崎県工業連合会」が実施する競争力強化や人材育成等の活
動への助成などにより、企業間連携を促進し、県内製造業の競争力を強化

宿泊業の新たな需要を創造するための商品・サービス開発、業務の効率化等生産性の向上のた
めの取組みを促進

県内企業への海外市場等の情報提供機能の強化やASEAN地域でのビジネスマッチング機会の

提供等を実施

（新）ＡＳＥＡＮ等経済交流促進事業費（産業政策課）：１７，６５５千円

※参考 長崎県産業振興財団によりオフィスビル整備予定

ロボット関連技術のシーズ保有者、ユーザー等の関係者をネットワーク化し、開発・実証から事業
化までを支援
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【水産部】

基本方針

「収益性の高い魅力ある経営体の育成」、「浜・地域の魅力を活かした水産業の活性化と就業
者確保」、「国内外での販路拡大と価格向上」、「漁業生産を支える豊かな漁場・安全で快適な漁

村の環境整備」を基本目標として、経営力強化に向けた指導・支援、浜の活力再生プランに基づ

く活動推進、就業者確保対策の充実・強化、海外や大消費地への販路拡大を目指した流通加

工対策、資源管理の高度化、藻場回復等による漁場づくり、漁港整備や浜の環境整備などを総
合的に推進します。

特に、平成２８年度は、経営不振や高齢化による漁業就業者の減少、離島等で重要な雇用の
場となる定置網漁業等の就業条件の改善、海外での水産物需要拡大、大消費地の嗜好や大口

需要への対応などの喫緊の課題に対し、次のとおり対策の強化を図っていきます。

１ 雇用型漁業の育成による雇用の促進

２ 漁業担い手確保のためのきめ細かな支援

３ 中国等への輸出拡大を目指した生産・流通の構築

４ 消費地と産地をつなぐ流通・加工体制づくり

漁村地域の重要な雇用の場となっている定置網漁業、中小型まき網漁業について、生産設備の
導入・改善や加工・流通・観光等とを一体的に取り組む優良な経営モデルづくりを進め、離島等で
の安定した雇用の場の確保を推進

主な計上事業

【H27.2月補正】
（新）雇用型漁業育成支援事業費（資源管理課）：７２，８１７千円

市町・漁協等関係機関との連携を強化し、浜の魅力発信による幅広い年代にわたる漁業者の呼
び込み、就業前後の技術習得研修等の拡充、経営開始後の定着促進と離職防止により漁業就業
者の確保育成を図る。また、国の制度活用により隙間のない漁業就業モデルを確立

【H27.2月補正】
（新）浜の魅力発信･漁業就業促進総合支援事業費（水産振興課）：８５，８４０千円

水産経営支援事業を活用し、所得向上を目指す漁業者等が行う取組の支援に加え、漁協や市町
等が行う生産基盤整備等へ支援を行い、漁業者所得の向上と地域・漁村の活性化を推進

【一部H27.2月補正】
新水産業収益性向上･活性化支援事業費（漁政課）：１４２，２５６千円

経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者に対して、関係機関と経営サポートセンターが連携し
て指導・支援を行い、国・県の補助事業活用促進などにより、強い経営体づくりを推進

【H27.2月補正】
水産経営支援事業費（水産振興課）：１０，１１７千円
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収益性の高い経営体を育成するため、漁船漁業と貝藻類養殖の組合せによる経営の多角化、餌
の改良による養殖魚の生産コスト削減、養殖業者の協業化等、意欲ある生産者が行う取組を支援

強い養殖業経営体づくり総合対策事業費（水産振興課）：２６，７０６千円

漁協の機能強化を図り強い漁業経営体をつくるため、漁協指導事業の強化、経営不振漁協の財
務改善、組織再編等による経営基盤強化の取組に対して支援

（新）地域を担う漁協機能強化支援事業費（漁政課）：１０，５０６千円

ニーズに合った魚づくりのための市場調査等を実施するとともに、輸入規制対応や衛生管理体制
等の充実を図り、また、アンテナショップの整備やＰＲの実施等による販路の確保・拡大を行うこと
で、更なる水産物の輸出拡大を支援

（新）輸出拡大に向けた流通・販売強化事業費（水産加工･流通室）：４８，８９２千円

長崎県水産物の販売促進及び漁業者の所得向上を図るため、生産加工・流通を担うグループの
形成を推進するとともに、新たな商品開発、販路開拓、販売促進ＰＲ及び品質管理体制の向上に
要する施設の改修などを行い、大消費地の量販店等のニーズに対応

（新）市場ニーズに対応した加工･流通対策事業費（水産加工･流通室）：６３，５０７千円

ヒラメ共同放流において、各地の栽進協や基金により各海域別に放流されている種苗を高い放流
効果が得られる内湾性の海域（有明海・橘湾・大村湾）へ集中して放流し、その効果を実証

（新）ヒラメ共同放流強化支援事業費（資源管理課）：２０，４９４千円

行政・研究機関・民間・漁業者等が連携し、藻場回復技術の検証、技術普及啓発、漁業者等によ
る活動組織の育成と取組の支援を行い、藻場回復を推進

藻場回復等総合推進事業費（資源管理課）：５９，１１２千円

水産資源の適切な管理を推進するため、漁業者による資源管理計画の自己点検後、効果的
な資源管理の取組導入への支援等を実施

資源管理計画高度化推進事業費(資源管理課)：２２，９３０千円

【公共事業】
国産水産物の衛生管理や安定供給のための漁場整備など基盤強化対策を推進

長崎漁港水産流通基盤整備費（漁港漁場課）：２，４７２，２２５千円
長崎半島南部・島原半島南西地区水産環境整備費（漁港漁場課）：５４０，７５０千円
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収益性向上養殖技術開発事業費（水産振興課）：１９，９０９千円

本県養殖業の収益性向上のため、高級新魚種や優良品種の導入、県内完結型クロマグロ養殖の
技術開発、産学官連携による餌料コスト削減等の取組を実施
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【農林部】

基本方針

高齢化による担い手の減少や資材・飼料等価格の高止まりによる収益性の悪化などにより、
生産基盤の縮小や農山村地域の機能低下が危惧されることから、新ながさき農林業・農山村
活性化計画に基づき、「生産・流通・販売対策」を軸としたしっかり稼ぐ仕組みを構築し、農林
業・農山村全体の所得向上を図ることで、人を呼び込み地域がにぎわう社会の実現を目指し
ます。

１ 収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化

省力化のための機械導入や施設整備、多収化に向けた複合環境制御技術の導入検討、

加工用産地の育成及び、肉用牛の生産基盤の強化対策として畜産クラスターによる生産体

制の整備など、品目別戦略を再構築するとともに、６次産業化の規模拡大を目指すフードク

ラスターの構築など、農業所得向上を図ります。

２ 経営感覚に優れた次代の担い手の確保・育成

新規就農者の受入団体等登録制度の充実や初期投資の負担軽減の支援等を行い、若者

を地域に呼び込む仕組みを強化するほか、雇用型経営や法人化を目指す経営体の育成と

ともに、生産基盤の整備や担い手への農地集積を図ります。

３ 地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり

中山間地域等における機械利用組合等の育成など地域を支える多様な担い手の確保、

集落リーダーの育成、地域内流通の拡大など、農林業・農山村全体の所得向上を図ります。

主な計上事業

産地計画の実現による農業所得の向上と、新規就農者の定着並びに担い手の規模拡大を後押し
するため、品目別戦略を再構築し、コスト縮減や生産性の向上、定質・定量・定時による有利販売
の出荷体制を強化

【一部H27.2月補正】

産地計画による生産性の向上、経営能力向上による集落営農の育成、排水対策等水田の汎用化
と高収益品目等の導入・拡大など水田フル活用、県民米の品質向上などブランド力の強化

（新）儲かるながさき水田経営育成支援事業費（農産園芸課）：２５，５９１千円

（新）次世代へつなぐ果樹産地活性化推進事業費（農産園芸課）:１１，３５０千円

次世代へ継承するための果樹担い手の規模拡大に対する支援、ブランド力の強化、消費構造の
変化に対応した消費拡大等の対策の実施

本県花きの生産振興に向けさらなる規模拡大、生産性・品質の向上、生産コストの縮減、担い手
の確保、消費拡大や新たな需要の創出、及び輸出の拡大等に向けた各種施策の実施

（新）活力ある「ながさきの花」100億達成プラン推進事業費（農産園芸課）:６，１３５千円

（新）オランダ型施設園芸技術導入推進事業費（農産園芸課）：３，３５８千円

施設園芸における新たな複合環境制御技術の導入による収量増を実現する技術等の検討や温
度、湿度、光などの栽培環境を最適化するクラウドデータの収集
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（新）未来を創る園芸産地支援事業費（農産園芸課）：１８６，２０６千円
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スマート牛舎等の整備による増頭支援やコスト縮減のための耕作放棄地を活用した放牧の推進

(新）肉用牛パワーアップ事業費（畜産課）：４６，７１８千円

肉用牛の繁殖・肥育一貫生産体系の推進等の生産基盤強化策に加え、長崎和牛の販路拡大・ブ
ランド化をめざした統一的なPR事業を「長崎和牛銘柄推進協議会」において一本化して実施

（拡）長崎和牛生産強化促進事業費（畜産課）：１７７，６２９千円

（新）６次産業化ネットワーク推進事業費（農産加工・流通室）：１１５，２４９千円

県民共有の財産である森林のはたらきを十分に発揮させるため、新たな林業就業者を確保し、離
島や中山間地域への定着を図るとともに、森林を利活用した特用林産物の生産を支援

（新）次世代につなぐもりのちからフル活用事業費（林政課）：１７，８３０千円

農業高校生等の就農意欲を喚起する取組や、就農後の青年農業者に対する組織活動等の支援
及び、就農希望者を地域に呼び込む仕組みを強化するため、受入団体等登録制度の充実や雇用
就業後の独立就農への取組を支援

（新）新規就農者確保対策費（農業経営課）：４９，７６２千円

機械利用組合等の設立支援及び集落のリーダーになりうる人材の育成

（拡）ながさき農村集落活性化サポート事業費（農山村対策室）：５，００９千円

これまでの取組に加え、認定鳥獣捕獲等事業者による集中的かつ効率的な個体数調整を実施

（拡）地域で進める鳥獣対策推進事業費（農山村対策室）：１,３８５，６６１千円

（新）地域循環型人材システム構築事業費（農業経営課）：６，３６３千円

地域特有の実態を踏まえた新たな取組を推進し、地域の中心的な畜産経営体を育成するため、
高収益型畜産体制（クラスター）を構築

（拡）畜産クラスター構築事業費（畜産課）：１,４９７，８０２千円

（新）工芸作物産地構造改革推進事業費（農産園芸課）：６，１７７千円

茶産地の維持拡大と消費拡大、多様なニーズに対する生産、販売体制の構築とともに、葉たばこ
の新たな担い手を確保・育成し、技術力・経営能力の向上及び品質向上対策等を実施

「経営感覚に優れた次代の担い手の確保・育成」として受入団体登録制度を活用した新規就農者
の生産施設の整備や 「収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化」、「地域の活力と魅

力にあふれる農山村づくり」の推進に必要な生産施設や農業用機械等の施設整備に対する支援

（新）新構造改善加速化支援事業費（農政課）：２６７，８１９千円

（新）フードクラスター構築支援事業費（農産加工・流通室）：２７，０２２千円

６次産業化プランナー派遣による事業計画作成、商品開発及び販路拡大支援等の取組に加え、
県及び地域段階に産地と食品製造業等が参画した協議会を設置し、県内外の企業と産地との情
報交換やマッチング等による加工業務用農産物の産地育成と６次産業化・農商工連携の取組規
模拡大を推進
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【一部H27.２月補正】

【一部H27.2月補正】

【一部H27.2月補正】

（新）長崎和牛銘柄推進事業費（農産加工・流通室）：２９，０００千円
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【土木部】

基本方針

主な計上事業

本県の長年の課題である「人口減少対策」、「県民所得向上対策」に対応し、地方創生を
促進するため、製造業や農林水産業、観光業、サービス産業等の振興を下支えする広域
交通ネットワークの形成やまちづくりなどの、生活・産業基盤の整備を推進します。

また、近年、大規模化・激甚化する自然災害に備えるためのハード・ソフトを合わせた事
前防災・減災対策や戦略的なインフラの老朽化対策を推進することにより、県民の命と財
産を守る強靭な県土づくりを推進します。

事業の実施にあたっては、将来に向けた必要な公共事業の計画的な推進と迅速な事業
の展開を行い、社会資本の整備に全力で取り組みます。

１ 活力ある地域づくりを支える広域交通ネットワークの形成と個性あるまちづくりの推進
人・産業・地域を支える社会資本の整備を促進するため、交通ネットワークの整備と

ともに県民所得向上につながる産業を力強く育て、また人口減少や少子高齢化社会
の地域を支える生活基盤を整備します。

２ 大規模化・激甚化する自然災害から県民の命と財産を守るための事前防災・減災対
策の推進

あらゆる自然災害から、県民の安全・安心な暮らしを守るため、強い県土をつくります。

３ 維持管理計画に基づく戦略的なインフラ老朽化対策とインフラの有効活用
インフラ長寿命化推進のため、予防保全的手法を導入した維持管理計画に基づき、

老朽化対策を図るとともに、次世代に引き継ぐ価値あるインフラを積極的に活用します。

４ 建設業における人材の確保・育成に向けた取組
建設業の人材の高齢化、後継者不足を解消するため、産学官で連携して中長期の取

組やあり方を検討し、地域を下支えする建設業を支援します。

【公共事業】
活力ある地域づくりを支える広域交通ネットワークの形成と個性あるまちづくりの推進

ＪＲ長崎本線連続立体交差事業費（都市計画課） ：３，３８０，１００千円

【一部Ｈ27.2月補正】道路新設改良費（道路建設課） ：８，８９２，８１０千円

【一部Ｈ27.2月補正】島原道路整備費（道路建設課） ：６，９３６，６９１千円

【一部Ｈ27.2月補正】西彼杵道路整備費（道路建設課） :２，９９２，５００千円

電線共同溝整備費（道路維持課） ： ４２６，５７１千円

厳原港厳原地区旅客埠頭整備費（港湾課） ： ２４６，７５０千円

口ノ津港口ノ津地区旅客埠頭整備費（港湾課） ： ３１５，０００千円

市街地再開発費（住宅課） ： ３１６，５５０千円
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【公共事業】
大規模化・激甚化する自然災害から県民の命と財産を守るための事前防災・減災対策の推進

交通安全施設費（道路維持課） ：２，３５９，９２０千円

【一部Ｈ27.2月補正】道路災害防除費（道路維持課） ：３，３４９，６５８千円

【一部Ｈ27.2月補正】総合流域防災費（河川課） ：１，７５７，６４４千円

耐震強化岸壁整備費（港湾課） ： ９９，７５０千円

第一線防波堤改良費（港湾課） ： ４９３，５００千円

【一部Ｈ27.2月補正】急傾斜地崩壊対策費（砂防課） ：２，２６４，５１２千円

【一部Ｈ27.2月補正】土砂災害警戒区域等の指定に係る砂防基礎調査費（砂防課）

：１，２７７，６９０千円

耐震・安心住まいづくり支援事業費（住宅課・建築課） ： ２９，３０５千円

県内に多く存在する歴史的・技術的価値の高い土木施設を観光資源の一つとして活用するための調
査・検討を実施

【H27.2月補正】

（新）土木遺産利活用検討事業費（建設企画課）：１，０００千円

長崎らしい景観がある地域の空き家を有効活用し、新たな価値観を持つ若者・移住者の起業・定住を
推進し

【公共事業】
地域間交流や県内産業を支える高速・広域交通体系の確立のため、九州新幹線西九州ルート（長崎
ルート）のより一層の整備促進を実施

新幹線整備事業費負担金（新幹線事業対策室）：１２，１９９，８４８千円

堰堤改良事業費（河川課） ：１，３９３，３５０千円

公営住宅建設費（住宅課） ：１，１７６，０５６千円

、地域の活性化を図る

（新）空き家再生プロジェクト事業費（住宅課）：４，６７４千円

【公共事業】
維持管理計画に基づく戦略的なインフラ老朽化対策とインフラの有効活用

公園施設長寿命化対策事業費（都市計画課） ： ７５，１００千円

橋りょう補修費（道路維持課） ：１，７８９，８６２千円

舗装補修費（道路維持課） ： ８４８，４００千円

港湾施設維持補修費（港湾課） ： ５００，１６７千円

特定構造物改築事業費（河川課） ： ４４，８４０千円

長崎県大規模建築物耐震化支援事業費（建築課）：６５２，０７８千円

耐震診断が義務付けられたホテル・旅館等の民間大規模建築物に対し、耐震改修計画作成及び耐震
改修に要する費用の補助を実施
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安心して子育てができる住まいづくりを促進するため、３世代同居・近居を開始するための改修工事等
の補助を実施

（新）長崎県３世代同居・近居促進事業費（住宅課）： ５０，０００千円
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【教育庁】

基本方針

平成２８年度は、長崎県総合計画チャレンジ２０２０や第二期長崎県教育振興基本計画に
基づき、「長崎の明日を拓く人・学校・地域づくり」を目指し取組を推進します。

特に、変化の激しいこれからの社会を主体的・創造的に生きていくために必要な、「確か
な学力」の育成を一層推進するとともに、子どもたちの健やかな体の育成や信頼される学校
づくり、特別な支援を要する児童生徒への支援、さらに、教育を土台とした地方創生を推進
するため、次の施策を重点的に取り組みます。

１ 英語コミュニケーション力の向上を目指した体験活動を実施するとともに、学力調査結果
の効果的な運用、ＩＣＴ教育の充実、科学系人材の育成に取り組むなど、児童生徒のさらな
る学力向上を推進します。

２ 近年、多様化・深刻化する現代的健康課題に対し、学校が適切に対応していくための環
境を整備します。

３ いじめや不登校など子どもや保護者が抱える不安や、学校だけでは対応できない課題
の解決に向け、スクールカウンセラー等の配置拡充を図ります。また、発達障害のある児
童生徒等への特性に応じた適切な指導と支援のさらなる充実を図ります。

４ 高校卒業者の県内定着のための就職を支援するとともに、離島留学制度の充実や、離
島部等における県立学校の魅力化を図ることで、地域の活性化と地方創生に貢献します。

現行の長崎県学力調査の分析・集計業務について、各小中学校が活用しやすく、より高い効果を
得られるよう新たなシステムを導入し、併せて授業改善のための研修会を実施

主な計上事業

（拡）長崎県学力調査実施事業費（義務教育課）：１０，６３３千円

国の英語教育改革を踏まえ、児童生徒の英語によるコミュニケーション力の更なる向上を図るた
め、英語に直接触れることができる英会話体験を主体とした活動を拡大して実施するとともに、教
員の英語指導力向上のための研修会を実施

（新）ながさキッズ イングリッシュ チャレンジ事業費（義務教育課）：５５，８１５千円

長崎県のＩＣＴ教育の中核となる拠点校・地域を指定し、コーディネーターを配置するなどセンター
的機能を充実させるとともに、実践的な研修など学力向上に資する授業力の向上対策を実施

（新）学力向上に資するＩＣＴ活用事業費（義務教育課）：１５，６３８千円

長崎大学と連携し、児童生徒の自然科学に対する興味・関心を一層高めるとともに、自ら課題を
発見し、解決に向けて主体的に取り組む機会を提供するなど、科学技術立国日本の次代を担う人
材を育成

（新）長崎サイエンス・スタディー支援事業費（高校教育課）：７，０３８千円

ＩＣＴ機器を効果的に活用し生徒の学力向上を図るため、県立中学校の全普通教室に電子黒板を
整備

（新）長崎県教育ＩＣＴ化推進事業費（教育環境整備課）：２０，２５０千円



 

68 

小･中・高等学校における発達障害のある児童生徒等への障害特性に応じた適切な指導及び必
要な支援を行うとともに、インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進

（新）発達障害児等能力開発・教育支援推進事業費（高校教育課）：４，７３４千円

（拡）スクールカウンセラー活用事業費（義務教育課） ：２０１，６５４千円

国史跡鷹島海底遺跡（神崎地区）において、新たな元寇船の早期発見及び国史跡範囲の追加指
定を目指し、関係機関と連携した調査を実施

（拡）重要遺跡情報保存活用事業費（学芸文化課）：３２，０６９千円

いじめ・不登校・暴力行為など児童生徒の問題行動の解決のため、子どもの悩みを解消して心の
安定を図る教育相談体制を確立するとともに、学校、家庭、地域及び関係機関が連携し、子ども
が育つ環境改善に向けた支援体制を充実

（拡）スクールソーシャルワーカー活用事業費（義務教育課）： ５７，１８１千円

県外への就職割合が高い工業高校等にキャリアサポートスタッフを配置し、生徒や保護者に対し
て県内企業の魅力と情報を提供するとともに、学校内での企業説明会、インターンシップの支援等
を実施することで、県内企業への就職等を支援

（新）高校生のためのふるさと長崎就職応援事業費（高校教育課）：７２，３０９千円
【産業労働部で予算計上】

新幹線開業に向けた新大村駅周辺整備事業の実施に伴い、「県立ろう学校」の静穏な教育環境を
確保するため、市内別地（県立大村城南高等学校竹松農場）への移転・改築を実施

新県立図書館等整備事業費（生涯学習課）：１３５，８１５千円

新県立図書館の整備に伴い、大村市に建設する県立・大村市立一体型図書館 （仮称）の設計業

務を実施

県立ろう学校移転改築経費（教育環境整備課）：１，４２０，８７６千円

対馬市が整備する対馬博物館（仮称）と併せて対馬歴史民俗資料館を再整備し、調査研究・収蔵
機能を強化

対馬歴史民俗資料館再整備事業費（学芸文化課）：１４，９４５千円

学校給食における食物アレルギー事故を防止するため、ＩＣＴを活用した管理システムを構築

（新）食物アレルギー対策事業費（体育保健課）：３，７２６千円

生徒減少により小規模化が進む離島部の高等学校において、学校の機能と教育水準の維持を図
りながら、地元自治体や地域と協働して、地域の活性化に資するような魅力ある学校づくりを推進

（新）離島地区小規模校の魅力化「アイランド・チャレンジ」事業費（総務課）
：１，１５７千円

離島留学制度における広報活動の充実・強化を図るため、専任のコーディネーターを配置

（拡）高校生の離島留学推進事業費（高校教育課）：３５，５８５千円
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【一部H27.2月補正】


